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国際復興開発銀行（世界銀行） 
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MVCS Ministerio de Vivienda, Construcción y Saneamiento 住宅建設衛生省 

OJT On the Job Training オン・ザ・ジョブ・トレーニ

ング 

OM Operations Manager 運用管理者 

PD Project Director プロジェクト・ダイレクター 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・ 

マトリックス 

PM Project Manager プロジェクト・マネージャー 

PO Plan of Operation 活動計画 

SABESP Companhia de Saneamento Básico do Estado de São 

Paulo 

サンパウロ州基礎衛生公社 

SCADA Supervisory Control And Data Acquisition 産業用制御システムの一種

（コンピュータによるシステ

ム監視とプロセス制御） 

SEDAPAL Servicio de Agua Potable y Alcantarillado de Lima リマ上下水道公社 

SENCICO Servicio Nacional de Capacitación para la Industria de 

la Construcción 

国立研修センター 

SIAC Sistema Integral de Actividades Comerciales 非物理的無収水対策 

SUNASS Superintendencia Nacional de Servicios de 

Saneamiento 

国家衛生事業監督庁 
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評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ペルー国 案件名： リマ上下水道公社無収水管理能力強化プロジ

ェクト 

分野：水資源・防災-都市給水 援助形態：有償勘定技術支援-円借款附帯プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（評価時点）：2.8 億円 

協力期間 

(R/D):2012 年 3 月 9 日、 

(実施期間)：2012 年 6 月     

～2015 年 6 月 

先方関係機関：リマ上下水道公社（SEDAPAL） 

日本側協力機関： 株式会社協和コンサルタンツ、 

 東京水道サービス株式会社 

他の関連協力：なし 

１-１．協力の背景と概要 

リマ首都圏は砂漠気候に属しており、元々水資源に乏しい地域である。リマ市内の上水道シス

テムは老朽化が著しく、また、セクター化による配水管網の最適化が進んでいないほか、配水池

を活用した適切な水圧制御も行われていない。漏水の頻発や盗水、低いメータ設置率やメータの

劣化等により、リマ首都圏の無収水率は2014年12月時点で高いところで50%近くに達しており、

リマ全体でも29.1%と高い状況にある。 

リマ首都圏の上下水道サービスを担うリマ上下水道公社（ Servicio de Agua Potable y 

Alcantarillado de Lima：SEDAPAL）は、国家衛生事業監督庁（Superintendencia Nacional de Servicios 

de Saneamiento：SUNASS）の監督の下、毎年の無収水率の削減目標を設定しており、SEDAPAL

は2019年時点での無収水率27.2%を目標としている。無収水を削減するためには、無収水の原因

を特定し計画的に対策を進めて行く必要があるが、現在のSEDAPALには、無収水管理について

一元的に統括する部署が無く、年度毎の無収水対策計画の立案、対策事業の実施、事業の評価等

が行われていない。また、技術面でも漏水箇所の修繕や不法接続への対応も不十分であるほか、

SEDAPALが民間企業に委託して実施する各種作業（漏水探知、漏水箇所補修、給水装置設置工

事等）に対する品質管理能力も不足している。 

現状の高い無収水率を低減し、SEDAPALの財務・経営的持続性を向上させ、給水サービスの

向上及びサービス地域の拡大を進めるために、独立行政法人国際協力機構（Japan International 

Cooperation Agency：JICA）は2012年6月より2015年6月までの3年間の計画でプロジェクトを開始

した。 

 

１-２．協力内容 

(1) 上位目標  

SEDAPAL の無収水率が減少する 

(2) プロジェクト目標 

SEDAPAL の無収水削減に係る能力が向上する 

(3) 成果 

成果 1 マネジメントチームの無収水削減に係る計画立案・対策実施監理・事業評価などを

継続的に実施するための能力が向上する 

成果 2 アクションチームの無収水削減作業に係る実施能力が向上する 

成果 3 アクションチームの給水装置設置に係る品質管理能力が向上する 

(4) 投入（評価時点） 

日本側：総投入額 2.8 億円（2015 年 1 月末時点） 

専門家派遣：計 6 名(82.64MM)及び無収水管理アドバイザー1 名 

機材供与： 流量計測、漏水探知機材、漏水探知用車両、2 次配水管材、 

給水管材及びフィッティング類等 

研修員受入：計 15 名 

第三国研修（ブラジル）：計 3 名 



 

x 

相手国側： 

カウンターパート配置：計 25 名 

施設提供：事務所スペース、研修センター、研修用ヤード、機材保管庫 

ローカルコスト：計 388,583 ソル（13,799 千円） 

その他： 光熱費、通信費、水道代、夜間実施訓練時の警察警護費、供与機材の関税、 

内陸輸送、維持管理経費 

２. 評価調査団の概要 

調査者 総括       ：宮崎 明博  JICA 地球環境部 水資源・防災グループ課長 

技術アドバイザー ：讃良 貞信  JICA 地球環境部 国際協力専門員 

協力企画     ：肥後 武司  JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 

評価分析     ：伊藤 治夫  株式会社アイコンズ 主任コンサルタント 

通訳       ：大滝 節子  日本国際協力センター 

調査期間 2015 年 1 月 11 日から 1 月 31 日 評価種類：終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３-１．実績の確認 

(1) 投入・活動実績 

本プロジェクトは、パイロットエリア 1 での活動が当初予定よりも長期間を要したが、その

後はおむね計画に沿って活動が実施されており、プロジェクト終了までには、計画された活動

が終了する予定である。 

(2) 成果の達成状況 

成果 1 マネジメントチームの無収水削減に係る計画立案・対策実施監理・事業評価などを継

続的に実施するための能力が向上する 

成果 1 のマネジメントチームの能力向上に関して、マネジメントチームによる評価報告書作

成（指標 1-1）及び費用対便益分析の実施（指標 1-2）に係る指標は達成された。また、無収水

削減が SEDAPAL の経営に及ぼす効果に関する報告書（指標 1-2）はプロジェクト終了までに、

年次事業実施計画のためのワークショップ（指標 1-3）は 2015 年の 5 月に実施が計画されてい

ることからも、成果 1 は達成される見込みである。 

成果 2 アクションチームの無収水削減作業に係る実施能力が向上する 

成果 2 のアクションチームの能力向上に関して、エリア 1 及びエリア 2 における無収水率（指

標 2-1）、ワークショップでの講師としての役割(指標 2-2)、パイロットエリア以外での無収水

削減に係る調査計画の作成（指標 2-3）は全て達成済みである。さらに、アクションチームを中

心として各エリアの活動実績を取りまとめた「無収水削減対策実施マニュアル」を作成中であ

り、プロジェクト終了までに完成することからも、成果 2 は達成したと判断される。 

成果 3 アクションチームの給水装置設置に係る品質管理能力が向上する 

成果 3 に関しては、給水装置設置に係る研修参加者 11 名全員が試験に合格した（指標 3-1）。

また、技術仕様書ガイドラインとして「給水装置材料の品質検査」、「施工者の技術力確認」、「写

真撮影による監督要領」が、技術委員会の審議を経て、経営陣に承認された。一方、「標準仕様

書」が作成段階にあるが、プロジェクト終了までには達成される見込みである（指標 3-2）。 

(3) プロジェクト目標の達成状況 

【プロジェクト目標】SEDAPAL の無収水削減に係る能力が向上する 

SEDAPAL の年次事業計画（2015 年）へのパイロットエリアで実証されたプロジェクト効果

の反映（指標 1）及び経常予算を用いた各サービスセンターでの年次事業実施計画（2015 年）

への予算措置（指標 2）が行われたことにより、無収水削減活動の継続的な実施が想定される

ことからも、プロジェクト目標は達成したと判断される。 

(4) 上位目標の達成状況（見込み） 

上位目標の指標には「SUNASS と合意する無収水率が達成される」として、2018 年の無収水

率が目標として設定されている。現在 SUNASS に SEDAPAL が提案している 2018 年の目標値

は 27.5%であり、本終了時評価においては同指標を上位目標として採用する。パイロットプロ

ジェクトエリアの無収水率は、エリア 1 では 38.2%から 25.10%、エリア 2 では 25.5%から 17.69%
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へ大幅に削減され、プロジェクトの有効性が確認された。また、2015 年より SEDAPAL の全 7

サービスセンターの各 1 セクターで無収水削減活動を開始した。さらに、商務局の非物理的無

収水対策（Sistema Integral de Actividades Comerciales：SIAC）プロジェクト及び円借款事業であ

る「リマ首都圏北部上下水道最適化事業」との相乗効果により、更なる無収水削減が行われ、

今後、上位目標の達成は可能であると推定される。 

 

３-２．評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

【ペルー政府の政策との整合】 

上下水道セクターを管轄する住宅建設衛生省（Ministerio de Vivienda, Construcción y  

Saneamiento：MVCS）は「国家衛生計画 2006－2015」を策定し、無収水削減の推進を一つの

目標に掲げている。SEDAPAL が SUNASS と合意する水道料金の改定の条件には、無収水率の

削減も含まれている。 

【日本政府の政策との整合】 

JICA の対ペルー国別援助実施方針（2012 年 1 月策定）においては、新規水源の開発、上下

水道施設の整備などを通じた国民の衛生環境の改善は支援重点分野である「環境対策」に含ま

れている。また、JICA は 1990 年代からリマ首都圏を対象として有償資金協力による上下水道

整備等を集中的に実施している。 

【ニーズとの整合】 

リマ首都圏は、年間降水量が少なく、水不足が深刻であり、新しい水資源の確保が困難な状

況にある。一方、近年リマ首都圏では、地方部からの低所得者層を中心とした人口流入により

人口も急速に増加し、水の需要が増えている。 

(2) 有効性：高い 

全てのプロジェクト目標の指標は、プロジェクト終了までに達成される見込みである。プロ

ジェクトの活動を通して発現した成果は、SEDAPAL の幹部にも共有されると同時に、高い評

価が得られており、取り組みの継続に関して強いイニシアティブが表明されている。  

各成果は、無収水削減マネジメントチーム、アクションチームそれぞれに求められる能力強

化が図られた。これによりプロジェクト目標である SEDAPAL 全体としての無収水削減に係わ

る能力向上に繋がることから、プロジェクト目標達成のための各成果の貢献は明確である。  

(3) 効率性：高い 

投入は、1 から 3 の十分な成果を発現するために効率的に活用された。日本人専門家、本邦

研修、第三国研修の結果は参加者により SEDAPAL 内に共有され、効果的に活用されている。

ローカルコストに関しては、日本側の負担は生じていない。研修参加、無収水削減活動等に係

る経費は SEDAPAL の負担により実施されており、財政面において、SEDAPAL 側の費用、既存

の施設を用いた効率的な活動が実施されている。 

(4) インパクト：高い 

SEDAPAL の全 7 サービスセンターでの無収水削減活動の実施が、2015 年の SEDAPAL の年

次事業計画の目標として設定され、パイロット事業が 2015 年より本格的に開始された。また、

非物理的無収水削減を推進している商務局の SIAC プロジェクト及び円借款事業である「リマ

首都圏北部上下水道最適化事業」との相乗効果により、上位目標の達成は可能であると推定さ

れる。本プロジェクトで作成したマニュアル、ガイドラインが SEDAPAL の ISO システムへ統

合され、SEDAPAL 内での無収水削減技術の普及に寄与することが期待される。 

(5) 持続性：中程度 

【政策面】 

「国家衛生計画 2006-2015」では無収水削減プログラムの実施を促進している。SEDAPAL

の 2009 年の最適化マスタープランでは、無収水率の目標値が 2019 年まで設定されており、目

標の達成に向けて改善が継続される見込みは高い。 

【組織面】 
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パイロットエリア以外のサービスセンターにおいて、組織横断的な組織としてのアクション

チームの設立が必要となる。他方で SEDAPAL 本部のマネジメントチームはプロジェクト終了

後解散するため、マネジメントチームの機能は無収水削減委員会に引き継がれる計画となって

いる。 

【技術面】 

プロジェクトにより 3 センターに研修が実施されたが、その他 4 センターは未実施であり、

特にプロジェクトのパイロットエリアが含まれない北部地区への技術移転には課題が残る。ま

た、首都圏の周辺部の傾斜地には、セクター化の状況、地理的条件、配水方式等がプロジェク

トのパイロットエリアとは異なる地域も含まれることから、パイロットプロジェクトで習得し

た技術だけでは対応できない可能性がある。一方、プロジェクトで作成された無収水削減対策

実施マニュアル及び技術仕様書ガイドラインが SEDAPAL の ISO システムへ統合されれば、

SEDAPAL 内での無収水削減技術の普及に寄与することが期待される。 

【財政面】 

SEDAPAL の経常予算は増加傾向にあり、プロジェクトにおいても SEDAPAL によるローカ

ルコストの負担には問題は生じていない。今後の無収水削減活動の普及についても各サービス

センターの経常予算を用いることが決まっており、継続的な予算措置が期待される。  

 

３-３．効果発現に貢献した要因 

計画内容に関すること 

(1) 共同作業の促進 

無収水削減の活動をサービスセンターの 1 セクターをパイロットエリアとして、削減目標を

決めて実施することにより、プロジェクト実施以前は各部署で個別に目標があいまいなまま対

応していた無収水削減活動が、組織の共通目標として認識されることになり、SEDAPAL 及び

各サービスセンター内の異なる部署間の共同作業が促進された。 

(2) 費用対便益による財務効果の提示 

各パイロットエリアにおける成果として、無収水削減の費用対便益分析によるプロジェクト

の財務的効果を示したことにより、SEDAPAL の政策決定者がプロジェクト活動の重要性をよ

り一層認識することとなり、事業計画や作業標準である ISO システムへのプロジェクト活動の

反映を促進した。 

実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３-４．問題点および問題を惹起した要因 

計画内容に関すること 

(1) 横断的組織の不在 

無収水の要因分析、削減対策を統括している部署が組織上存在しない。統括管理する部署が

無い為に、無収水対策の作業計画の作成、データの収集や分析、現場での作業等に時間を要し

た。 

実施プロセスに関すること 

(1) セクターとメータ検針区の不整合 

セクターの境界とメータ検針の境界が一致していない。したがって、本プロジェクトにおけ

る無収水削減に必要となるセクター内の請求水量を算出するのに期間を要した。  

(2) 複数の部署によるデータ管理 

サービスセンターの商務チームは、セクター内の一般顧客データをデータベースシステムで

見ることができるが、同じセクター内の特別顧客のデータに容易にアクセスする権限が与えら

れていない。このことが作業の円滑化の阻害要因となっている。 

 

３-５．結論 
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本プロジェクトの活動はほぼ計画通りに実施され、残りの成果が達成されれば、プロジェクト

目標が達成される見込みである。SEDAPAL の取り組みの継続、関連プロジェクトとの相乗効果

により上位目標の達成も見込まれる。また、プロジェクトで作成されたマニュアル及びガイドラ

インが SEDAPAL の ISO システムへ統合されることにより、無収水削減活動が持続的に実施され

ることが期待される。 

 

３-６．提言 

プロジェクト終了前 

(1) プロジェクトの指標達成 

プロジェクト完了までに、残された下記の指標を達成する。 

指標 1-2：無収水削減が SEDAPAL の経営に及ぼす効果に関する報告書を作成し承認する。 

指標 1-3：ワークショップを開催し、マネジメントチームが講師を務める 

指標 3-2：「給水装置標準仕様書」を作成し、SEDAPAL の経営陣が同仕様書を承認する。 

(2) 上位目標の達成目標の設定（PDM の変更） 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（Ver.2）に記載され

ている上位目標の指標「SUNASS と合意した 2018 年の無収水率 XX%を達成する」を「SEDAPAL

の最適マスタープラン（2015-2019）で定める 2018 年の無収水率 27.5%を達成する」に変更す

る。 

(3) 研修未実施センターへの技術移転 

これまでプロジェクトでは、ブレーニャ、スルキージョ、アテ・ビタルテの 3 センターにて

研修が実施されてきたが、それ以外の 4 センターについては未だ研修が実施されていないため、

プロジェクト期間内に研修が実施されることが必要と考える。 

プロジェクト終了後 

（MVCS に対し） 

(1) 他地域の水道公社への普及への取り組み 

プロジェクトの効果を最大化するためには、無収水率が高いリマ以外の地域の水道公社

（Empresa Pública de Servicios：EPS）にも普及されることが重要である。SEDAPAL の関係者に

よるワークショップや技術指導、MVCS が国立研修センターで実施している集中講義等を用い

た普及活動を計画し、必要な予算措置を行うことが求められる。 

（SEDAPAL に対し） 

(2) マネジメントチームに替わる無収水削減委員会の機能化 

マネジメントチームは暫定組織であり、プロジェクト終了後は解散する予定である。無収水

削減を実施する横断的な組織として、無収水削減委員会の活用が計画されている。今後、現在

のマネジメントチームの機能を同委員会に移転し、効果的に無収水削減事業が実施されること

が求められる。 

(3) 各サービスセンターの無収水対策事業への支援 

今後、全国の 7 サービスセンターにおいて、選定されたセクターでの無収水削減活動が実施

される。特にプロジェクトの対象外 4 カ所のサービスセンターにおいては、適切な人材育成計

画を策定して実施すると同時に、必要に応じて、支援を実施する既存のマネジメント及びアク

ションチームへの人的、予算的支援を行う。 

(4) 円借款プロジェクトとの連携 

リマ首都圏北部上下水道最適化事業（I）が竣工（2015 年 3 月末予定）した後は、構築された

セクターのベースライン無収水率の測定及び無収水管理に本プロジェクトで習得した技術や手

法を活用する。さらに今後 ISO システムにより標準化された無収水削減に関する技術を、同円

借款事業（II）等で活用することにより、相乗効果を図る。 

 

３-７．教訓 

(1) 費用対便益分析の導入による持続性確保 



 

xiv 

プロジェクトにおける費用対便益の結果は、活動の予算獲得のための交渉材料として用いる

ことにより、予算の確保を容易とすることが指摘された。このような費用対便益の分析にかか

わる能力強化をプロジェクトに計画段階で導入することは、無収水削減活動を実施するための

継続的な予算確保に寄与する。 

(2) 無収水削減活動の事業計画への反映による部署間の連携 

サービスセンターでの無収水削減活動の実施が、SEDAPAL の年次事業計画に反映されたこ

とにより、様々な部署から成るサービスセンターの組織が一体となって無収水削減活動に取り

組むことが可能となった。このことは、無収水削減の専門部署を持たないサービスセンターに

おいて、無収水削減事業を効率的に実施することに寄与することになる。 

(3) 無収水削減マニュアル、技術仕様書ガイドラインの ISO システムへの統合 

プロジェクトで作成された無収水削減マニュアル、技術仕様書ガイドラインの内容を

SEDAPAL 内の ISO システムへ統合することは、プロジェクトによる無収水削減活動の持続的

な実施に寄与する。ISO 等の組織の作業標準システムの現状を調査し、プロジェクトの活動に

最初から組み込むことが望ましい。 

(4) 特別顧客管理部署のアクションチームへの参加 

アクションチームメンバーに特別顧客を担当する商務局の職員が含まれていなかったため、

プロジェクトでは必要データの収集の遅れによる影響を受けた。可能な限り、想定される阻害

要因を見極めた上で、必要となる関連部署の職員を含めたチーム構成とする、もしくは途中か

ら関係部署の職員が参加できる体制とする必要がある。 

(5) 本邦研修及び第三国研修によるモチベーション向上 

本邦研修及び第 3 国研修の実施がカウンターパートのモチベーション向上に極めて有効であ

った。そのため、プロジェクトの活動を円滑に実施するためにも、できるだけプロジェクトの

初期の段階で実施することが望ましい。 
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Summary of Joint Terminal Evaluation 

I. Outline of the Project 

Country：The Republic of Peru Project title：Project for Capacity Strengthening for 

Non-Revenue Water Management of SEDAPAL 

Issue/Sector: Water Supply Cooperation scheme：Loan account technical assistance - 

ODA loans support project 

Division in charge: JICA：Global 

Environmental Department 

Total cost (at the time of evaluation study)：280 million 

Japanese Yen  

Period of 

Cooperation 

R/D: 9
th

 March,2012 

Period: June,2012‐ 

     June,2015 

Partner Country’s Implementing Organization： 

SEDAPAL 

Supporting Organization in Japan：KYOWA 

ENGINEERING CONSULTANTS Co.,Ltd. , Tokyo Suidou 

Service Co., Ltd. 

1.  Background of the Project 
The Lima metropolitan area belongs to the desert climate, and is basically poor in water resources. 

The waterworks system in Lima has remarkable superannuation, suitable water pressure control with 

utilizing water supply ponds is unimplemented, and optimization of the water pipe network with 

establishment of sectors has not promoted. By frequent occurrence of water leakage, water stealing and 

low meter installation rate, degradation of meters, etc., the Non-revenue water (NRW) rate of Lima 

metropolitan area has reached to about 50% in the high place, and average rate of Lima is also high as 

29.1% as of December 2014. 

SEDAPAL which bears water-and-sewage service of the Lima metropolitan area, has set up the 

reduction target of the annual NRW rate under the supervision of SUNASS, and SEDAPAL targets the 

27.2% of NRW rate in 2019. In order to reduce NRW rate, it is necessary to specify its causes and 

implement measures intentionally, however SEDAPAL has no specific division for NRW reduction 

across different divisions, and has not developed an annual NRW reduction plan, and implemented and 

evaluated necessary measures.  Moreover, as a technical aspect, measures to repair water leakages and 

prevent illegal connections are also insufficient, and the capability of quality control of various work 

(water leakage detection, water leakage repair, service connection installation etc.) by contracted 

private enterprises is also insufficient. 

In order to reduce the present high NRW rate, raise financial and the management sustainability of 

SEDAPAL and extend water supply service, JICA initiated the Project of three years from June 2012 to 

June 2015. 

 

2.  Project Overview 

(1) Overall Goal 

NRW of SEDAPAL is reduced. 

 

(2) Project Purpose 

The capacity to reduce NRW of SEDAPAL is improved. 

 

(3) Outputs 
Output 1: The management capacity to reduce NRW is improved. 

Output 2: The capacity to implement activities related to the reduction of NRW is improved. 

Output 3: The quality control capability related to the installation of service connections is improved. 

 

(4) Inputs (at the time of evaluation)  

Japanese side: Total cost 280 million yen (as of Jan. 2015)  

Japanese Experts: 6 persons (82.64MM) and one NRW management adviser 

Equipment: Water leakage detection unit, Vehicle for leakage detection (mobile laboratory), 

Ultrasonic flow mater, Materials and equipment for service connection installation 

training. 

Training in Japan: 15 persons 
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Training in Third Country (Brazil): 3 persons 

Peruvian side 
Counterparts: 25 persons 

Facilities: Office space for Japanese experts, Training centre, Training space for installation of 

service connections, Storage space for equipment 

Local Cost: 388,583 Sol (13,799,000 Yen) 

Others: Electric, internet, water, police guard for night time training, custom duty,  inland 

transportation and operation and maintenance of equipment 

II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

Akihiro Miyazaki Team Leader (JICA) 

Sadanobu Sawara Technical Adviser (JICA) 

Takeshi Higo Cooperation Planning (JICA) 

Haruo Ito Evaluation and Analysis (ICONS Inc.) 

Setsuko Otaki Interpreter (JICE) 

Period of 

Evaluation 
2015/1/11-2015/1/31 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

III. Results of Evaluation 

1. Project Achievement 

1-1. Input and Activities 

Although activities in the Pilot Area 1 spent much time than original plan, after its completion, 

project activities have been implemented as original plan and all activities are expected to be 

completed by the project ends. 

 

1-2. Achievements of Outputs 
Output 1: The management capacity to reduce NRW is improved. 

In terms of the Output 1 which shows the capacity development of the Management Team, The 

indicators regarding development of the evaluation report by the Management Team (Indicator 1-1) and 

carrying out  cost-benefit analysis (Indicator 1-2) have been attained. Moreover the developing report 

about the effects of NRW redaction on the management of SEDAPAL (Indicator1-2) will be completed 

by the project ends, and the workshop for the Annual Plan of Operation (Indicator 1 -3) will also be 

implemented in May 2015, therefore the Output 1 is likely to be attained by the project ends.  

 

Output 2: The capacity to implement activities related to the reduction of NRW is improved. 

For the Output 2, capacity building of the Action Team, reducing the NRW rate in the Pilot Area 1 

and 2 (Indicator 2-1), giving lectures in the workshops by the Action Team (Indicator 2-2) and 

developing a study plan for NRW reduction in the outside of the Pilot Areas (Indicator 2 -3) have been 

attained. Moreover, because the Action Team has being preparing the “Implementation Manual of 

NRW Reduction” based on the results of each pilot project, and it will be completed by the project 

ends. Above all, the Evaluation Team jugged the Output 2 has been attained.  

 

Output 3: The quality control capability related to the installation of service connections is improved. 

For the Output3, all 11 training participants in the service connection installation work source 

passed the hydraulic pressure test (Indicator 3-1). In addition, technical specification guidelines such as 

“Quality Inspection of Service Connection Material", “Contractor Technical Assessment" and 

"Supervision Outline by Photography" have been approved by the management of SEDAPAL through 

inspection of the technical committee. Although the “Standard Specification” is in the process of 

creation, the Output 3 will be attained by the project ends (Indicator 3-2). 

 

1-3. Achievement of Project Purpose 

Project Purpose: The capacity to reduce NRW of SEDAPAL is improved. 

The activities for the reduction of NRW is expected to be continued because project effects proved 

in the Pilot Areas have been reflected to the  Annual Operation Plan 2015 of SEDAPAL (Indicator 1), 

and necessary budget for the implementation of Annual NRW Reduction Plan of each service centre by 

using current budget was approved (Indicator 2). For that reason, the Evaluation Team jugged that the 

Project Purpose has been attained. 
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1-4. Achievement of Overall Goal 
Overall Goal: NRW of SEDAPAL is reduced. 

The indicator of Overall Goal was identified as the achievement of the NRW rate in 2018 agreed 

with SUNASS. Currently SEDAPAL has proposed the target NRW of 27.5% in 2018 to SUNASS, and 

this proposed rate was used for the Indicator of Overall Goal in this Terminal Evaluation. The NRW 

rate was greatly improved, from 38.2% to 25.10% in Pilot Area 1 and from 25.5% to 17.69% in Pilot 

Area 2, and the effectiveness of the Project have been identified. NRW activities in one sector of each 

seven service centre by SEDAPAL were also started in the beginning of 2015. Moreover, due to further 

NRW reduction by synergy effects with the SIAC project and North Lima Metropolitan Area Water 

Supply and Sewerage Optimisation Project, the Overall Goal is highly expected to be attained in the 

future. 

 

2. Summary of Evaluation Results 

2-1. Relevance: High 

【Consistency with Peruvian Policy】 

MVCS, which manages water-and-sewage sector, developed the “National Sanitation Plan 

2006-2015”and targets the promotion of NRW reduction as one of its goals. “NRW reduction” is also 

included in conditions of amendment of the water charges on which SEDAPAL agrees with SUNASS.  

【Consistency with Japanese Policy】 

The improvement of health environment through development of new water sources and 

water-and-sewage facilities has been included in the priority field of "environmental measure" in the 

JICA country assistance policy for Peru (January 2012). Moreover, JICA has carried out intensively 

water-and-sewage development by loan assistance in the Lima metropolitan areas since 1990s. 

【Consistency with Needs】 

The Lima metropolitan area has little annual precipitation, water shortage is serious, and 

reservation of new water resources is difficult. On the other hand, currently the water demand is 

increasing in the Lima metropolitan area because of rapid population increase by population influx, 

mainly the low income group from country areas. 

 

2-2. Effectiveness: High 

All indicators of the Project Purpose are expected to be attained by the project ends. The results 

delivered from the project activities, which are highly evaluated, have been shared with managerial 

staff of SEDAPAL, and strong initiative for continuing activities is also shown by the managerial staff. 

Each Output aims to develop necessary capacity of Management Team and Action Team respectively, 

and are able to increase capacity of whole SEDAPAL on the NRW reduction. Therefore, the 

contribution of Outputs to attain the Project Purpose is evident.  

 

2-3. Efficiency: High 

Project Inputs were effectively utilized for the sufficient achievement of Outputs (Output from 1 to 

3). The results of technical transfer by Japanese experts, training in Japan and third country were 

shared in SEDAPAL by training participants and effectively utilized for their activities. No local cost is 

boned by Japanese side, all expenses on participation of training and NRW activities are boned by 

SEDAPAL. In the financial aspect, project activities have been implemented effectively with existing 

current budget and facilities of SEDAPAL. 

 

2-4. Impact: High 

The implementation of NRW reduction activities in all seven service centres of SEDAPAL has 

decided in the Annual Operation Plan in 2015, and full-scale pilot project was started from early 2015. 

In addition, there is the possibility that the Overall Goal attains by the synergy effects of the SIAC 

project implemented by the division of Business Management which is in charge of the non-physical 

NRW reduction, and the North Lima Metropolitan Area Water Supply and Sewerage 

Optimisation Project. The integration of manuals and guidelines developed by the Project into the ISO 
system of SEDAPAL will contribute to the dissemination of the NRW reduction skills inside 

SEDAPAL. 
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2-5. Sustainability: Medium 

【Political Aspect】 

“The National Sanitation Plan 2006-2015” promotes NRW programs. Optimization Master Plan of 

SEDAPAL in 2009 also sets NRW rate by 2019, hence the possibility that SEDAPAL continue to make 

improvement in order to attain objectives is high.  

【Organizational Aspect】 

The Action Teams as lateral organizations are needed to be established in other service centres 

outside of the Pilot Areas. On the other hand, the function of Management Team plans to be transferred 

to the NRW Reduction Committee because the Team will be disorganized after the project ends. 

【Technical Aspect】 

Training in non-target service centres has not provided yet, and especially north area which is not 

included in the Pilot Areas has issue in terms of the technical transfer. Moreover, in the outskirts of 

sloping ground, there are still many areas have not sectored, and geographical conditions and water 

distribution system are different, there is possibility that the methodology learned in the pilot areas is 

not sufficient to address problems. On the other hand, after the integration of developed NRW 

redaction manuals and technical specification guideline into the SEDAPAL ISO system, dissemination 

of the NRW reduction technology inside the SEDAPAL will be promoted.  

【Financial Aspect】 

The current budget of the SEDAPAL has been increasing and local cost borne by the SEDAPAL has 

also been smoothly implemented without any problem during the project period. The budget allocation 

is expected to be continued because SEDAPAL decided to allocate current budget of each service 

centre for the further dissemination of NRW reduction activities.  

 

3. Factors that Promoted Realization of Effects 

3-1. Factors concerning the Planning 

(1) Promotion of corroboration work 

Through setting up common goal of the NRW reduction activities by selecting one sector for the 

Pilot, corroboration work inside the service centre was promoted, because the NRW reduction activities 

has become a common goal among different teams, but before the project, NRW reduction activities 

were implemented by each team separately without any clear goals. 

(2) Presentation of financial benefits 

As a result of showing the project financial benefits by the cost-benefit analysis of the NRW 

reduction in Pilot Areas, SEDAPAL decision makers were able to recognize the importance of project 

activities, and the project activities have finally been integrated to the Annual Operation Plan and to the 

operation standard of the ISO system. 

3-2. Factors concerning the Implementation Process 
Non 

 

4. Factors that Impeded Realization of Effects  

4-1. Factors concerning the Planning 

(1) The absence of lateral unit 

In SEDAPAL, there is no specialized unit to manage NRW analysis and reduction. This absence of 

the lateral unit for NRW management caused to spend extra time for the formulation of NRW work 

plan, collection and analysis of data and implementation of filed work etc.  

4-2. Factors concerning the Implementation Process 

(1) Mismatching of sector boundary and meter inspection areas 

There is no consistency with the sector boundary and meter inspection areas. Therefore, it took 

extra time to compute the necessary water quantity in each sector for using NRW reduction activities of 

the Project. 

(2) Data management by several teams 

The business management team in service centres is able to access general client data by the 

SEDAPAL data system, however the team has no access authority to the special client data. This 
limitation has hindered smooth implementation of NRW redaction activities.  
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5. Conclusion 

Most project activities have been implemented as planned, and a Project Purpose will likely be 

achieved, if the remaining Outputs are completed. Achievement of the Overall Goal is also expected by 

the synergistic effect with continuous activities by SEDAPAL, and outcomes of related projects. 

Moreover, continuation of NRW reduction activities is expected by the integration of developed 

manuals and guidelines into the ISO system of SEDAPAL. 

 

6. Recommendations 

6-1. Before the Project Ends 

(1) Achievement of project indicators 

Following indicators should be attained by the project ends 

Indicator 1-2: Develop and authorize the report about effectiveness of NRW reduction on 

management of SEDAPAL 

Indicator 1-3: Hold workshop by lecturers of Management Team 

Indicator 3-2: Finalize and authorize “the standard specification” 

(2) Setting the Overall Goal indicator (modification of PDM)  

The Overall Goal indicator in PDM (Ver.2) “Achieve the NRW rate agreed with SUNASS (2018:  

XX %)” should be changed as “Achieve the NRW rate proposed in the Optimization  Master Plan of 

SEDAPAL (2018: 27.5%)” 

(3) Technical transfer to the service centres where training is not done yet 

Although training have been implemented in three service centres of Brena, Surquillo and Ate 

Vitarte by the Project, however training is unimplemented in other four centres. Implementation of 

training for those centres is required within the project period. 

 

6-2. After the Project Ends 
Recommendation to MVCS 

(1) Dissemination of the results to EPS in other areas 

In order to maximize the result of the Project, the dissemination of the results to other EPS outside 

Lima where the NRW rate is high, is important. Workshop and technical transfer by persons in 

SEDAPAL using the intensive courses of MVCS in the National Training Centre (SENCICO) and so 

on, should be planned and the necessary budget should be secured for the dissemination.  

Recommendation to SEDAPAL 

(2) Functionalizing the NRW reduction committee 
As the Management Team is a provisional organization, after the Project, the Team will be 

dispersed. It is planned that the NRW reduction committee will replace as an NRW reduction related 

unit across different organizations. Present functions of the Management Team are needed to be 

transferred to the committee in the future for effective NRW activities.  

(3) Supports to NRW activities of each service centre  

The NRW reduction will be implemented selected sectors in all seven service centres of SEDAPAL. 

Especially in four service centres which was not included in the project areas, formulation and 

implementation of the suitable human resource development plan are needed, and if necessary, 

financial and human resource supports to the existing Management and Action Team are also required.  

(4) Corroboration with yen-loan-financed projects  

After the North Lima Metropolitan Area Water Supply and Sewerage Optimisation Project (I) is 

completed (by end of March 2015), skills and methods obtained by the Project should be applied for 

the NRW baseline survey and NRW management work in the developed sectors by the yen-loan 

project. Furthermore, it is necessary to generate synergistic effects for the North Lima Metropolitan 

Area Water Supply and Sewerage Optimisation Project (II) with the of NRW reduction skills 

standardized by the ISO system. 

 

7. Lessons Learned 
(1) Ensuring sustainability by the introduction of cost-benefit analysis 

It was noted that the results of cost-benefit analysis in the Project serve as negotiating tools and 

facilitate to secure budgets required for activities. Inclusion of the component of capacity building of 
cost-benefit analysis in planning contributes in ensuring project sustainability of NRW activities. 

(2) Improved Coordination of different units by inclusion of NRW activities in the Operational Plan  
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The inclusion of NRW activities in the Operational Plan allows different teams in SEDAPAL 

Service Centre work together to reduce NRW. The joint and coordinated work between different teams 

contributes to the efficient implementation of the NRW in piloted service centres which do not have a 

specialised unit for NRW. 

(3) Incorporation of NRW reduction manuals and technical specifications guideline into ISO system 

Incorporating NRW reduction manuals and technical specifications guideline into the ISO system 

of SEDAPAL contributes to the sustainability of NRW reduction activities. It is desirable to study in 

advance about standardization system such as ISO to include in the project activities from the 

beginning. 

(4) Inclusion of special customer management unit in Action Team  

The project had some delay in data collection, because the Business management unit members 

which takes charge of special customers were not included in the Action Team. Based on the 

consideration of the prevention factors, the Action Team should be consisted with members from 

necessary units or the necessary members from related units should be able to participate even after the 

project initiation. 

(5) Improve motivation by provision of training in Japan and third country 

Training in japan and third country training was very effective to increase motivation of 

counterparts. In order to smooth progress of projects, those training sessions should provide in the 

early stage of project period. 
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第１章 終了時評価調査の概要 

１－１ 終了時評価調査の背景・目的 

リマ首都圏は砂漠気候に属しており、元々水資源に乏しい地域である。リマ市内の上水道シス

テムは老朽化が著しく、また配水ブロック化（ペルーにおいては「セクター化」と呼称）による

配水管網の最適化が進んでいないほか、配水池を活用した適切な水圧制御も行われていない。漏

水の頻発や盗水、低い水道メータ設置率や水道メータの劣化等により、リマ首都圏の無収水率は

2014 年 12 月時点で高いところで 50%近くに達しており、リマ全体でも 29.1%と高い状況にある。 

このような状況に対し、我が国はリマ首都圏における上水道整備に資するべく円借款による協

力を行ってきた。これら円借款と他ドナーの資金協力により、リマ首都圏の一部の地域において

は送・配水管網の整備が進められているが、多くの地域では対症療法的な無収水対策が必要であ

り、また配水管網の整備が行われた地域においても今後発生する「漏水の復元」に対応する予防

的対策が必要となっている。 

リマ首都圏の上下水道サービスを担うリマ上下水道公社（ Servicio de Agua Potable y 

Alcantarillado de Lima：SEDAPAL）は、本部及び北部・中部・南部支局からなり、支局の中に合

計 7 つの地域に区分けされたサービスセンターが設けられている。 

SEDAPAL は、国家衛生事業監督庁（Superintendencia Nacional de Servicios de Saneamiento：

SUNASS）の監督の下、毎年の無収水率の削減目標を設定しており、SEDAPAL は 2019 年時点で

の無収水率 27.2%を目標としている。無収水を削減するためには、無収水の原因を特定し計画的

に対策を進めて行く必要があるが、現在の SEDAPAL には、無収水管理について一元的に統括す

る部署が無く、年度毎の無収水対策計画の立案、対策事業の実施、事業の評価等が行われていな

い。また、技術面でも漏水箇所の修繕や不法接続への対応も不十分であるほか、SEDAPAL が民

間企業に委託して実施する各種作業（漏水探知、漏水箇所補修、給水装置設置工事等）に対する

品質管理能力も不足している。SEDAPAL によると、漏水発生件数及び発生漏水量のおよそ 9 割

が給水装置部分で発生しているため、業者が行う給水装置設置工事の品質管理能力の向上は特に

重要な課題となっている。 

現状の高い無収水率を低減し、SEDAPAL の財務・経営的持続性を向上させ、給水サービスの

向上及びサービス地域の拡大を進めるためには、上記の課題に取り組む必要があり、このような

状況を踏まえ、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は 2011

年 10～11 月に詳細計画策定調査を行い、2012 年 3 月 9 日に R/D に署名し、同年 7 月より 2015 年

6 月までの 3 年間の計画でプロジェクトを開始した。 

今回の終了時評価調査はペルー国側と合同で実施し、これまでのプロジェクト活動の達成度を

把握するとともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から総

合的評価を行うことにより、今後のプロジェクト活動のために必要な方策を提言することを目的

とした。 
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１－２ 調査団構成 

  (1) 日本側 

担当 氏名 所属 派遣期間 

総括 宮崎 明博 JICA 地球環境部 水資源・防災グループ課長 1/24-1/31 

技術アドバイザー 讃良 貞信 JICA 地球環境部 国際協力専門員 1/20-1/31 

協力企画 肥後 武司 JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 1/20-1/31 

評価分析 伊藤 治夫 株式会社アイコンズ 1/11-1/31 

通訳 大滝 節子 日本国際協力センター 1/11-1/31 

 

  (2) ペルー側 

氏名 所属 

Mr. Euler Jhonny Nuñez Marin 住宅建設衛生省国家衛生局プロジェクト投資専門家 

Ms. Eugenia Belaunde Villalon ペルー国際協力庁国際交渉管理部国際協力担当 

１－３ 調査期間・日程 

調査日程は下記に示す通り 2015 年 1 月 11 日から 1 月 31 日までの 21 日間である。 

 Date 
Evaluation and 

Analysis/ Interpreter 

Advisor/ 

Cooperation Planning 
Leader Accommodation 

1 11-Jan Sun Tokyo→Lima   Lima 

2 12-Jan Mon 

9:45 Meeting with JICA 

Peru Office 

11:00 Courtesy call to 

MVCS 

15:00 Courtesy call to 

SEDAPAL 

  Lima 

3 13-Jan Tue 

9:00 Interview to 

Japanese Experts 

11:00 Site visit in 

SEDAPAL 

  Lima 

4 14-Jan Wed 

9:00 Interview to NRW 

Action Team 

(Brena) 

  Lima 

5 15-Jan Thu 

9:00 Interview to NRW 

Action Team 

(Surquillo) 

  Lima 

6 16-Jan Fri 

9:00 Interview to NRW 

Management Team  

14:30 Site visit in 

SEDAPAL 

  Lima 

7 17-Jan Sat Report Preparation   Lima 

8 18-Jan Sun Report Preparation   Lima 

9 19-Jan Mon 
9:00 Interview to 

training participants  
  Lima 

10 20-Jan Tue 

9:00 Interview to NRW 

Action Team 

(Ate Vitarte) 

Tokyo→Lima  Lima 

11 21-Jan Wed 
JICA Peru Office 

14:30 Site Survey (Sector 67) 
 Lima 
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12 22-Jan Thu 

9:00 Meeting with Gneral Director of 

SEDAPAL 

Internal Meeting 

 Lima 

13 23-Jan Fri 

9:00 Discussion on evaluation report at 

SEDAPAL 

14:00 Interview to NRW Management Team 

16:00 Interview to SUNASS 

 Lima 

14 24-Jan Sat Report Preparation Tokyo→Lima Lima 

15 25-Jan Sun Report Preparation  Lima 

16 26-Jan Mon 9:00Finalization of evaluation report at JICA office Lima 

17 27-Jan Tue 
9:00 Preparation of JCC 

17:00JCC  
Lima 

18 28-Jan Wed 
Signing of M/M at MVCS 

16:00 Report to EOJ 
Lima 

19 29-Jan Thu 
10:00 Meeting with JICA Peru Office 

14:00 Site visit of yen-loan-financed project site  
Lima 

20 30-Jan Fri Lima→ 
 

Lima 

21 31-Jan Sat →Tokyo →Tegucigalpa 
 

 

１－４ 評価調査の方法 

本終了時評価調査は、新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版の基本的考え方を踏まえた上で、

マスタープランの枠組みに基づいて実施した。具体的な調査事項は次の通りである。  

・ 実績の検証、実施プロセスの検証、5 項目評価、提言という内容で構成する。 

・ 実績については、投入実績及び成果・プロジェクト目標の達成度合いについて確認する。  

・ 実施プロセスについては、投入の実施状況、活動を進める上で生じているマネジメント上

の課題について確認する。 

・ 実施プロセスの確認により、成果の発現に係る貢献要因、阻害要因を抽出する。  

・ 評価 5 項目については、以下の定義を採用する。 

 

妥当性 プロジェクトの目指す効果（プロジェクト目標）は受益者のニーズに合致して

いるか、ペルー国・日本の政策と整合性を持っているか、プロジェクトのデザ

インは効果発現の手段として適切か、という観点から検討する。 

有効性 プロジェクト目標の達成見込みはどうか、成果の達成はプロジェクト目標の達

成に貢献するか、という観点から検討する。 

効率性 投入は着実に成果の産出に結びついているか、投入のタイミング・質・量は妥

当か、という観点から検討する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じ得る波及効果の可能性について、当

初予期しなかった効果も含め検討する。 

持続性 成果として産出される知見及び無収水削減の普及に向けた取り組みが、ペルー

国側の技術者・行政・企業等によって継続的に行われるか、という点について、

政策・制度・財政・技術的な観点から検討する。 

 

・ 提言・教訓については、実施プロセスにおける課題及び評価 5 項目の分析結果から導出し

た。 
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１－５ データ収集 

本終了時評価調査における主なデータ収集方法及び情報源は以下のとおりである。  

・ R/D、M/M、詳細計画策定調査、中間レビュー報告書等のプロジェクト報告書 

・ 進捗報告書、各パイロットエリアの完了報告書等のプロジェクト関連資料 

・ 日本側、ペルー側関係者へのインタビュー、質問票の配布、パイロットエリアへの視察 

１－６ 主要面談者リスト 

組織 氏 名 職務 

SEDAPAL Marco Vargas Medina 総局長 

Alberto Villa García Ortiz 中部支局長、無収水削減管理委員会委員長 

Daniel Benvenuto Mavila 調査規格化計画チーム長 

Liliana Gamarra León 漏水管理削減チーム長 

Danilo Vergara Serrano 一次配水チーム長 

Polo Agüero Sánchez ブレーニャ配水管網運転維持管理チーム長 

David Chong Silva 商務管理・メータ検定チーム長 

Elizabeth García 
Alcántara 

商務局長 

Polo Florencio Aguero 
Sánchez 

ブレーニャ配水管網運転維持管理チーム長 

Gustavo Maldonado 
Ayres  

ブレーニャ商務チーム長 

Rodolfo Castro Reyes ブレーニャ商務チームアナリスト 

Renán Reyes Murillo 漏水管理削減チームアナリスト 

Félix Flores Tineo ブレーニャ配水管網運転維持管理 

Jaime Luy Foster スルキージョ配水管網運転維持管理長 

Paola Zuñiga Urday スルキージョ商務チーム長 

Alexander Salazar Barros スルキージョ商務チーム 

Renán Reyes Murillo 漏水管理削減チームアナリスト 

Alvaro Cardenas Canales スルキージョ配水管網運転維持管理 

Luis Untiveros Cardenas スルキージョ配水管網運転維持管理 

Walter Laurente Ñ. スルキージョ配水管網運転維持管理分析チーム  

Heiner Silvio Huayta 
Macetas 

スルキージョ配水管網運転維持管理配水チーム  

José Nieto Ronceros 調査規格化計画チーム 

Marco Galdós Bendezu ブレーニャ商務係 

Rodolfo Castro Reyes ブレーニャ商務チームアナリスト 

Félix Flores Tineo ブレーニャ配水管網運転維持管理チーム 

Gustavo Sedano アテ・ビタルテ配水管網運転維持管理チーム  

Edwin Pacheco （調査規格化）北部プロジェクトチーム 

Miguel Vega 商務管理・メータ検定チーム 

John Oropeza Malpartida アテ・ビタルテ配水管網運転維持管理チーム長 

Bertha Pedreschi Osorio アテ・ビタルテ商務チーム長 

Jonathan Saavedra 
Zavaleta 

アテ・ビタルテ配水管網運転維持管理チーム  

José Gutiérrez Lizárraga アテ・ビタルテ商務チーム 

住宅建設衛生省 
（MVCS） 

Gloria Mundines Matute      計画予算室国際協力課長 

Brenda Julca Martínez 計画予算室国際協力課国際協力専門家 

国家衛生事業監督庁 
（SUNASS） 

Renzo Rojas 監督監査局長 

Ana Vergara 監督監査局 

日本人専門家チーム 井川雅幸 総括/ 無収水管理 

大谷重雄 副総括/無収水削減計画 

Esteban Higuchi 通訳/調整 

JICA ペルー事務所 近藤貴之 次長 

赤嶺剣悟 所員 
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１－７ プロジェクトの概要 

(1) 協力期間：2012 年 6 月～2015 年 6 月（3 年間） 

(2) カウンターパート機関：リマ上下水道公社（SEDAPAL） 

(3) マスタープラン概要（添付資料 5:PDM 参照）： 

 

上位目標 SEDAPAL の無収水率が減少する 

プロジェクト目標 SEDAPAL の無収水削減に係る能力が向上する 

成果 

1 
マネジメントチームの無収水削減に係る計画立案・対策実施監理・事業

評価などを継続的に実施するための能力が向上する 

2 アクションチームの無収水削減作業に係る実施能力が向上する  

3 アクションチームの給水装置設置に係る品質管理能力が向上する  

活動 

1 

1-1 無収水削減マネージメントチ―ムの組織化 

1-2 現状の無収水削減対策の課題レビュー 

1-3 無収水削減マネジメントチームに対する研修 

1-4 無収水削減対策の費用対便益の分析 

1-5 無収水削減の経営への効果分析 

1-6 無収水削減対策の年次業務実施計画の作成 

1-7 年次業務実施計画を周知するためのワークショップの開催  

2 

2-1 無収水削減アクションチームの組織化 

2-2 パイロットエリアの分離状況の確認とパイロットのエリア確定  

2-3 無収水削減アクションチームに対する研修 

2-4 パイロットエリアにおける調査計画策定に係る OJT 

2-5 パイロットエリアにおけるプロジェクト実施前の無収水率の算定  

2-6 パイロットエリアにおける無収水の特定と無収水削減作業計画の策

定に係る OJT 

2-7 パイロットエリアにおける無収水削減作業の実施に係る OJT 

2-8 パイロットエリアにおけるプロジェクト実施後の無収水率の算定  

2-9 無収水削減作業の完了報告書の作成 

2-10 パイロットプロジェクトのワークショップの開催  

2-11 パイロットエリア以外における無収水削減に係る調査計画の作成  

2-12 パイロットエリア以外における無収水削減対策の技術支援  

2-13 無収水削減対策実施マニュアルの作成 

2-14 無収水削減対策実施マニュアルセミナーの開催  

3 

3-1 給水装置設置に係る民間業者の施工能力の調査・分析  

3-2 SEDAPAL の既存の技術仕様書のレビュー 

3-3 給水装置設置に係る室内研修及び実地研修用の教材の準備  

3-4 給水装置設置に係る室内研修及び実地研修の実施  

3-5 給水装置設置の技術仕様書ガイドラインの作成  

3-6 ガイドラインの普及のためのワークショップの開催 
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第２章 プロジェクトの実績 

２－１ 中間レビュー提言実施状況 

2013 年 6 月に行われた中間レビューにおける提言に沿って、後半のプロジェクト活動が実施さ

れている。以下に中間レビューの提言と実施状況を示す。 

中間レビュー提言 実施状況 

1）エリア 1 での作業 

2014 年 3 月までの予定されている期間中に成果

が上がるよう、あらゆる可能性を考慮して無収

水対策を進める。 

2014 年 3 月で無収水削減活動を終了。成果に

係る完了報告書を作成し、2014 年 6 月にワー

クショップを実施した。 

2）パイロットエリア 3 の扱い 

エリア 1 での活動結果を踏まえ、後半実施する

パイロットエリア数を決定する。 

エリア 3 に関しては、当初予定していたセク

ター308 はプロジェクトで実施しないことを

決めた。 

3）パイロットエリアの無収水削減目標値 

エリア 2 においても、現況調査終了後ベースラ

インを設定し、無収水率削減目標を定める。 

エリア 2 においては、ベースライン調査の結

果、2014 年 6 月に削減目標値を 20%とする

ことが決定された。 

4）PDM/PO の改訂 

・ 活動に関して、ワークプランと PDM の整合 

・ 成果 2 に係る無収水削減の目標値の設定 

・ 成果 2の指標 2-3の達成のための活動の追加 

・ 指標 2-3 の無収水削減に係わる調査計画を

作成するパイロットエリア数の確定 

右記の項目について、PDM/PO が 2014 年 8

月に改定された。 

5）プロジェクト実施体制 

日本人専門家、カウンターパートが直接同席し

て密なコミュニケーションを図る。 

中間レビュー以降、コミュニケーションの機

会は増加している。 

6）顧客データの管理 

特別（大口）顧客と一般顧客データの一元管理、

組織改編を検討する。 

顧客データは、商務管理メータ検定管理チー

ムにより、一元管理体制が構築された。 

7）有効な水道メータ検診 

水道メータ検定による請求を行うことに最大の

努力をする。 

水道メータ検定による請求率の向上には改

善が確認された。 

8）無収水削減委員会 

本プロジェクトの重要性の理解のため、無収水

削減委員会とマネジメントチームの関係を向上

する。 

無収水削減委員会の委員長と本プロジェク

トのプロジェクト・マネージャーは同一人物

であり、プロジェクトの共有は進んだ。一方

でその強化が必要。 
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２－２ 投入実績 

プロジェクト開始より終了時評価調査実施時点（2014 年 12 月 1 日時点）までの日本側・ペル

ー国側の投入実績は以下のとおりである。なお、詳細については添付資料 8、9 を参照のこと。 

  (1) 日本側の投入実績 

コンサルタント

専門家 

 総括/無収水管理、副総括/無収水削減計画、給水管接続技術、漏水探知

技術、業務調整1/無収水削減計画、業務調整2/給水管接続技術の計6名

（82.64MM）（2014年12月現在）が派遣された。 

JICA 直営専門家  直営専門家として無収水管理アドバイザーが計4回派遣された。 

本邦研修 

 第1回本邦研修：2013年1月20日から2月7日までの19日間、SEDAPAL の

マネジメントチーム5名が無収水削減対策に係る研修に参加した。  

 第2回本邦研修：2014年1月20日から2月5日の17日間、マネジメントチー

ム及びアクションチーム6名が、無収水削減の作業実施に係る研修に参

加した。 

 第3回本邦研修：2014年11月4日から11月20日の14日間、スルキージョ・

サービスセンター、アテ・ビタルテ・サービスセンターのエンジニア4

名が無収水削減の作業実施に係る研修に参加した。 

第三国研修 

 2014年10月2日から10月31日までの29日間、3名のカウンターパート

（Counterpart：C/P）がブラジルサンパウロ州基礎衛生公社（Companhia 

de Saneamento Básico do Estado de São Paulo：SABESP）主催の無収水削

減コースに参加した。 

資機材供与 
 流量計測機材、漏水探知機材、漏水探知用移動車両、2次配水管材、給

水管材及びフィッティング類等が供与された。 

 

  (2) ペルー側の投入実績 

C/P の配置 

 プロジェクト・ダイレクター（Project Director：PD） 

 プロジェクト・マネージャー（Project Manager：PM） 

 無収水削減マネジメントチーム（6名） 

 無収水削減作業アクションチーム（パイロットエリア1）（7名） 

 無収水削減作業アクションチーム（パイロットエリア2）（6名） 

 調整グループ（4名） 

施設の提供 

 SEDAPAL内のプロジェクト事務所スペースの確保 

 SEDAPALアタルヘア内の研修センターの利用 

 ブレーニャ・サービスセンターにおける給水装置設置研修用ヤード  

 機材保管庫 
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ローカルコスト 

 パイロットエリアでの無収水対策として、SEDAPALが負担した経費 

パイロットエリア1：160,556ソル（5,362千円） 

パイロットエリア2：228,027ソル（8,437千円） 

計388,583ソル（13,799千円） 

 その他：光熱費、通信費、水道代、夜間実施訓練時の警察警護費、供与

機材の関税、内陸輸送、維持管理経費 

 

２－３ 活動実績 

 ２－３－１ 活動の進捗状況 

本プロジェクトは、表 ２－１に示す通り、パイロットエリア 1 での活動が当初予定よりも

長期間を要したが、その後はおむね計画に沿って活動が実施されており、プロジェクト終了ま

でには、計画された活動が終了する予定である。 

表 ２－１ 活動の進捗状況 

成果 活動 進捗状況 

成果1 1-1 無収水削減マネージメントチ―ムの組織化 2012 年 7 月完了 

1-2 現状の無収水削減対策の課題レビュー 2012 年 9 月完了 

1-3 無収水削減マネジメントチームに対する研修 2013 年 3 月完了 

1-4 無収水削減対策の費用対便益の分析 2014 年 5 月完了（エリア 1） 

2014 年 11 月完了（エリア 2） 

1-5 無収水削減の経営への効果分析 未実施 2015 年 4 月完了予定 

1-6 無収水削減対策の年次業務実施計画の作成 継続中 2015 年 3 月完了予定 

1-7 年次業務実施計画を周知するためのワークショップの開催 未実施 2015 年 5 月実施予定 

成果 2 2-1 無収水削減アクションチームの組織化 2012 年 7 月完了（エリア 1） 

2013 年 9 月完了（エリア 2） 

2-2 パイロットエリアの分離状況の確認とパイロットのエリア確定 2012 年 10 月完了（エリア 1） 

2013 年 12 月完了（エリア 2） 

2-3 無収水削減アクションチームに対する研修 2012 年 10 月完了（エリア 1） 

2014 年 1 月完了（エリア 2） 

2-4 パイロットエリアにおける調査計画策定に係るOJT 2013 年 1 月完了（エリア 1） 

2014 年 1 月完了（エリア 2） 

2-5 パイロットエリアにおけるプロジェクト実施前の無収水率の算定 2013 年 2 月完了（エリア 1） 

2014 年 3 月完了（エリア 2） 

2-6 パイロットエリアにおける無収水の特定と無収水削減作業計画の

策定に係るOJT 

2014 年 4 月完了（エリア 1） 

2014 年 7 月完了（エリア 2） 

2-7 パイロットエリアにおける無収水削減作業の実施に係るOJT 2014 年 2 月完了（エリア 1） 

2014 年 9 月完了（エリア 2） 

2-8 パイロットエリアにおけるプロジェクト実施後の無収水率の算定 2014 年 3 月完了（エリア 1） 

2014 年 11 月完了（エリア 2） 

2-9 無収水削減作業の完了報告書の作成 2014 年 5 月完了（エリア 1） 

2014 年 11 月完了（エリア 2） 

2-10 パイロットプロジェクトのワークショップの開催 2014 年 6 月完了（エリア 1） 

2014 年 12 月完了（エリア 2） 

2-11 パイロットエリア以外における無収水削減に係る調査計画の作成 継続中 2015 年 4 月完了予定 

2-12 パイロットエリア以外における無収水削減対策の技術支援 継続中 2015 年 5 月完了予定 

2-13 無収水削減対策実施マニュアルの作成 継続中 2015 年 4 月完了予定 
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2-14 無収水削減対策実施マニュアルセミナーの開催 2015 年 5 月実施予定 

成果 3 3-1 給水装置設置に係る民間業者の施工能力の調査・分析 2012 年 8 月完了 

3-2 SEDAPALの既存の技術仕様書のレビュー 2012 年 9 月完了 

3-3 給水装置設置に係る室内研修及び実地研修用の教材の準備 2014 年 3 月完了 

3-4 給水装置設置に係る室内研修及び実地研修の実施 2014 年 4 月完了 

3-5 給水装置設置の技術仕様書ガイドラインの作成 2014 年 5 月完了 

3-6 ガイドラインの普及のためのワークショップの開催 2014 年 6 月完了 

 

２－４ 成果の達成状況 

 ２－４－１ 成果 1 の達成状況 

成果 1： マネジメントチームの無収水削減に係る計画立案・対策実施監理・事業評価などを継

続的に実施するための能力が向上する 

成果 1 のマネジメントチームの能力向上に関して、指標の 1-1 から 1-3 はプロジェクト終了

までに達成する見込みが高い。質問票の結果からも、全てのマネジメントチームのメンバー（回

答者 4 名）がプロジェクトでのワークショップ、オン・ザ・ジョブ・トレーニング（On the Job 

Training：OJT）を通して、無収水削減の計画、管理、評価に係る能力が向上したと回答してい

ることからも、成果 1 は達成される見込みである。 

指標 1-1： 無収水削減作業を実施するアクションチームが作成した、パイロットプロジェクト

の完了報告書に対して、マネジメントチームによる評価報告書が作成される 

エリア 1 は 2014 年 6 月、エリア 2 は 2014 年 12 月に完了報告書が作成された。完了報告書

の作成後、マネジメントチームによる評価報告書が作成され、終了時評価時点では総局長の承

認待ちとなっている。評価報告書では、プロジェクトで採用されたアプローチの有効性が確認

された。一方で、パイロットエリアは 2 つのセクターにとどまるため、異なる条件でのセクタ

ーでのアプローチの適用による有効性の確認が必要となる。 

指標 1-2： 無収水削減の費用対便益分析及び経営への効果に係る報告書が SEDAPAL に承認さ

れる 

エリア 1、2 の費用対便益分析が実施され、これらの地域でのプロジェクトの効果が確認さ

れた。その結果は、各エリアの完了報告に取りまとめられ、無収水削減委員会及びマネジメン

トチームによる評価報告書と共に総局長に公式に提出された。また、ワークショップを通して

総局長及び他のサービスセンターの関係者に共有された。終了時評価の総局長へのインタビュ

ーでは、プロジェクトは SEDAPAL のスタッフの能力強化としてのみでなく、経営を効率化す

る上でも重要であったとの認識が示された。一方、無収水削減が SEDAPAL の経営に及ぼす効

果に関する報告書に関しては、今後プロジェクトの完了までに作成される予定である。  

指標 1-3： 年次業務実施計画を周知するためのワークショップでマネジメントチームが講師を

務める 

2015 年 5 月に SEDAPAL の管轄する全サービスセンター（7 カ所）の年次業務実施計画を周

知させるためのワークショップを開催し、マネジメントチームが講師を務めることが計画され

ている。 
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 ２－４－２ 成果 2 の達成状況 

成果 2： アクションチームの無収水削減作業に係る実施能力が向上する 

成果 2 のアクションチームの能力向上に関して、指標 2-1 から 2-3 は達成済みである。さら

に、アクションチームを中心として各エリアの活動実績を取りまとめた「無収水削減対策実施

マニュアル」を作成中であり、プロジェクト終了までに完成する予定である。 

質問票の結果からも、全てのアクションチームのメンバー（回答者 14 名）がプロジェクト

でのワークショップ、OJT、マニュアル作成を通して、無収水削減作業に係る能力が向上した

と回答していることからも、成果 2 に関しては達成したと判断される。 

指標 2-1： 各パイロットエリアにて無収水率が以下の通り削減される。第 1 エリア 30%、第 2

エリア 20% 

【エリア 1】 

2013 年 2 月にベースラインの設定（無収水率 38.2%）が行われた。その後、無収水削減活動

の結果、2013 年 12 月に削減目標値である 30%に達した。2014 年 4 月に最低値の 24.14%に達し、

7 月に一時期 33%に上昇したが1、それ以外の月は安定的に 30%以下を維持している。2014 年 3

月（2 月 14 日～3 月 15 日）の無収水率 25.10%がプロジェクト結果値（評価値）となった。こ

れに要した費用 161,000 ソルから、費用対便益（Benefit by Cost：B/C）比として 1.91 が得られ

た。これにより明らかにプロジェクトの効果が得られている結果となった。 

【エリア 2】 

プロジェクト・ベースラインの設定が 2014 年 3 月に行われた。無収水率のベースライン値

は 25.5%であり、2014 年 6 月に削減目標値を 20%とすることが決定された。無収水削減の活動

により、2014 年 9 月値（8 月 7 日～9 月 5 日）が 17.69%と目標値を下回った。2014 年 11 月に

は正定値の 16.5%に達し、それ以降は 20%以下を維持している。プロジェクト実施の場合と、

実施しない場合との比較からプロジェクトとしての利益(B) 385,792 ソルが得られ、これに要

した費用 228,000 ソルから、B/C 比として 1.69 が得られた。 

指標 2-2： パイロットプロジェクトの調査計画、作業計画、実施過程、成果について、SEDAPAL

の組織内に広く周知するための SEDAPAL 内ワークショップにおいて、アクション

チームのメンバーが講師を務める 

【エリア 1】 

完了報告書に基づいて、パイロット第 1 エリアのプロジェクト活動結果の報告及び、給水装

置設置のガイドライン普及のためのワークショップがアクションチームを主体として 2014年 6

月 12 日、13 日に開催され、アクションチームの活動に係る報告が行われた。 

【エリア 2】 

2014 年 10 月に完了後、無収水削減作業の完了報告書を作成し、12 月 17 日、18 日に活動報

告のためのワークショップを開催した。また、参加者の中でも特に総局長からワークショップ

の内容が好評だった、とのコメントもあった。 

                                                        
1 請求サイクルの再調整と平均請求接続数の増加によって請求水量が減少したと推定される。 
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指標 2-3： パイロットエリア以外の少なくとも 1 カ所において、無収水削減に係る調査計画が

作成される 

2014 年 7 月にアテ・ビタルテ・サービスセンターのセクター4 で無収水削減活動を行うため

の説明が行われた。その後、パイロットエリア 1、エリア 2 の活動に従事したアクションチー

ムのアドバイスを受けつつ、ベースライン設定の準備作業が実施され、削減目標が決定された。

また、無収水削減に係る調査計画を含む無収水削減作業計画が策定された。現在は JICA 専門

家による技術支援のもと、アクションチームを中心として、セクター分離化の確認、夜間最小

流量測定チャンバー設置位置の検討・建設、超音波流量計による夜間最小流量の測定、漏水探

知、商務データベースの分析等の支援作業を進めている。 

 ２－４－３ 成果 3 の達成状況 

成果 3： アクションチームの給水装置設置に係る品質管理能力が向上する 

成果 3 に関しては、指標 3-1 は達成しており、3-2 の技術仕様ガイドラインの内、「標準仕様

書」が作成段階にあるが、プロジェクト終了までには達成される見込みである。さらに、全て

のアクションチームメンバー（回答者 13 名）が研修、OJT を通して、給水装置設置に係る能力

が向上した。さらには、プロジェクトで作成された「技術仕様書ガイドライン」は使用しやす

いと回答していることからも、成果 3 は達成される見込みと判断される。 

指標 3-1： 給水装置設置に係る研修参加者全員が実習後の水圧試験に合格する 

ステージ 2（2013 年 9 月から 2014 年 6 月の 8 ヵ月間）の研修において、研修終了後に研修

生の成果判定のために、筆記試験と実技試験（配管実技、耐圧試験等）を実施した。その結果、

全 7 サービスセンターからの参加者を含む 11 名全員が、実地研修後の習熟度試験に合格した。 

指標 3-2： 給水装置設置工事に係る技術仕様書ガイドラインが SEDAPAL 経営陣に承認される 

技術仕様書ガイドラインの内、「給水装置材料の品質検査」、「施工者の技術力確認」、「写真

撮影による監督要領」が、技術委員会の審議を経て、経営陣に承認された。一方、「給水装置

標準仕様書」に関しては現在作成中であり、完成を待って、承認される予定である。なお、プ

ロジェクトで作成された技術仕様書ガイドラインの内容が SEDAPAL 内の ISO システムに統合

される予定であり、今後 SEDAPAL の作業標準となることが計画されている。 

２－５ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：SEDAPAL の無収水削減に係る能力が向上する 

SEDAPAL の年次事業計画（2015 年）へのパイロットエリアで実証されたプロジェクト効果の

反映（指標 1）及び経常予算を用いた各サービスセンターでの年次事業実施計画（2015 年）への

予算措置（指標 2）が行われたことにより、無収水削減活動の継続的な実施が想定されることか

らも、プロジェクト目標は達成したと判断される。 
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指標 1： 無収水削減対策に係る各サービスセンターの年次業務実施計画書が SEDAPAL の年次事

業計画に反映される2
 

【SEDAPAL 年次事業計画】 

2015 年の SEDAPAL 年次事業計画（Plan Operativo）の第一レベル目標 13 項目は FONAFE の 5

年戦略計画 2013-2017 に準拠しており、目標の一つとして「無収水の削減」が設定され、担当者3

が任命されている。「無収水の削減」目標は、以下の 4 つの第二レベルの目標を設定している。 

①物理的損失の削減、②商務的損失の削減、③認定非請求水量の確認、④JICA 技プロ成果作業

の継続としての無収水削減セクタープロジェクト（7サービスセンターにおいて 1セクター選定）

の実施4。 

同時に 2014 年 9 月 29 日の総局長通達により、各第二レベルの目標の担当責任者5が指名された。 

【サービスセンター年次事業実施計画】 

上記の SEDAPAL 年次事業計画の決定を受けて、各サービスセンターにおいて、パイロット・

セクターでの無収水削減に係る年次事業実施計画（Annual Implementation Plan）の着手会議が、

2014 年 10 月に SEDAPAL より各サービスセンターに出された通達に従って、下表 ２－２に示す

とおり実施された。 

表 ２－２ 無収水削減セクタープロジェクトの説明会実施日 

No サービスセンター 実施セクター 説明会日程 

1 ブレーニャ 11 2014/11/5 

2 コマス 79 2014/11/11 

3 サンファン・デ・ルリガンチョ 407 2014/11/13 

4 ビジャ・エル・サルバドル 324 2014/11/18 

5 カヤオ 104 2014/11/20 

6 アテ・ビタルテ 3 2014/11/25 

7 スルキージョ 65 2014/11/25 
 

指標 2： 無収水削減の経営への効果が SEDAPAL の経営陣に認められ、各サービスセンターの年

次業務実施計画実施のための予算が承認される 

エリア 1、2 における費用対便益により、無収水削減の財務的効果が確認され、全 7 サービス

センターにおいて、2015 年の SEDAPAL の年次事業計画の中で各 1 セクターにおける無収水削減

活動の実施が目標として設定された。この予算措置については、エリア 1、2 の実績を参照し、各

サービスセンターにおいて、既に経常予算に含まれている無収水削減の費目の予算内での実施が

計画されている。プロジェクトの活動の継続が、経常予算に組み込まれることにより、短期的に

広範囲な対策はできないが、継続的な活動として定着することが想定される。 

                                                        
2 現状は SEDAPAL の年次事業計画の策定により、各サービスセンターにおけるパイロット・セクターでの無収水削減活動の

実施が決定され、センターごとの作業計画である年次事業実施計画が作成された。 
3 第 1 レベルの担当責任者は、無収水管理委員会委員長が任命された。 
4 プロジェクトの成果として、2015 年年次事業計画に③、④の目標が新たに追加された。 
5 第 2 レベル 4 項目の担当責任者は、第 1 項目：スルキージョ事務所 OM チーム長、第 2 項目：ブレーニャ事務所商務チーム

長、第 3 項目：ビジャ・エル・サルバドル事務所 OM チーム長、第 4 項目：漏水管理削減チーム長が任命された。 
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２－６ 上位目標の達成状況 

上位目標：SEDAPAL の無収水が減少する 

【指標の達成状況】 

指標：SUNASS と合意する無収水率が達成される（2018 年-XX%） 

SEDAPAL が最適マスタープランにて提案している 2018 年の目標値は 27.5%である。現在、

SEDPAL の素案は SUNASS により審査中であり、2015 年 5 月ごろ指標が決定される予定ではある

ものの確定はしていない。かかる状況下において、本評価では上位目標として、SEDAPAL の計

画値である 27.5%を上位目標として採用する。 

パイロットプロジェクトエリアの無収水削減率は、エリア 1 では 38.2%から 25.10%、エリア 2

では 25.5%から 17.69%へ大幅に削減され、プロジェクトの成果による目標達成への有効性が確認

された。また、上位目標達成に向けた取り組みとして、2015 年より SEDAPAL の全 7 サービスセ

ンターで無収水削減活動を開始した。 

さらに、非物理的無収水削減を推進している商務局の非物理的無収水対策（Sistema Integral de 

Actividades Comerciales：SIAC）プロジェクト及び円借款事業である「リマ首都圏北部上下水道最

適化事業」との相乗効果により、更なる無収水削減が行われ、今後、上位目標の達成は可能であ

ると推定される。 

表 ２－３ 無収水削減の実績値（2009-2014）及び目標値（2015-2019） 

 実績値 目標値 

年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

無収水率 38.1 37.8 34.6 30.8 29.0 29.1 28.5 28.4 27.8 27.5 27.2 
出所：SEDAPAL 

 

  (1) Sistema Integral de Actividades Comerciales（SIAC） 

SIAC 事業は、非物理的無収水（コマーシャル・ロス）の削減を目的として、SEDAL

が民間企業との間で業務委託契約を締結する形で 2010 年半ばから実施している事業で

ある。民間企業が実施している業務は、メータ交換、メータ検針、及び、請求書の作成

等である。SEDAPAL の給水区域は、大きく中部、北部、南部の 3 支局に分かれている

が、SEDAPAL と民間企業との契約もそれぞれの支局ごとに締結されている。契約期間

は当初 3 年であったが、後にすべての契約が 1 年延長されている。SEDAPAL の無収水

率は、2010 年~2014 年の 4 年間に 37.8%から 29.1%に急激に低下した。SEDAPAL 経営陣

は、SIAC 事業により「メータ検針に基づく請求」が徹底されたことが、無収水率の急

激な低下に貢献したものと評価しており、今後も SIAC 事業を継続する方針で現在その

手続きを進めている。 

  (2) リマ首都圏北部上下水道最適化事業（I） 

JICA、国際復興開発銀行〔世銀〕（International Bank for Reconstruction and Development：

IBRD）及びドイツ復興金融公庫（Kreditanstalt für Wiederaufbau：KfW）とのパラレル協

調融資により、ワチパ浄水場の給水地域に属するリマ首都圏北部地域において、上下水

道システムの最適化を行うことにより、高い無収水率の改善を通じた水の有効利用と給
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水時間の延長を図ることを目的として、2015 年 3 月末完了の予定で実施されている。プ

ロジェクトには、配水幹線（22.5km）、2 次配水管の更新・拡張（364km）、給水装置（68,600

カ所）等の整備の他、26 カ所の配水セクターと配水 SCADA の構築が含まれている。こ

うした施設整備の結果、プロジェクト対象地域（裨益人口約 50 万人）の既存配水網の

65%と給水装置の 100%が更新される予定である。 

  (3) リマ首都圏北部上下水道最適化事業（II） 

同事業は、2015 年 2 月現在、詳細設計が進行中である。JICA ペルー事務所によれば、

（I）と同じように JICA、国際復興開発銀行世銀（IBRD）及びドイツ復興金融公庫

（Kreditanstalt für Wiederaufbau：KfW）の協調融資になる可能性が高いとのことである。

プロジェクトには、配水幹線（40.5km）、2 次配水管の更新・拡張（228km）、給水装置

の改良（70,289 カ所）、メータの設置（10,537 カ所）の整備の他、23 カ所の配水セクタ

ーと配水 SCADA の構築が含まれる予定であり、プロジェクト対象地域（裨益人口約 40

万人）の既存配水網の 23%と給水装置の 100%が更新される計画である。 

２－７ 実施プロセス 

 ２－７－１ プロジェクトの促進要因 

計画内容に関すること 

  (1) 共同作業の促進 

無収水削減の活動をサービスセンターの 1 セクターをパイロットエリアとして、削減目

標を設定して実施することにより、プロジェクト実施以前は各部署で個別に目標があいまい

なまま対応していた無収水削減活動が、組織の共通目標として認識されることになり、

SEDAPAL 及び各サービスセンター内の異なる部署間の共同作業が促進された。 

  (2) 費用対便益による財務効果の提示 

各パイロットエリアにおける成果として、無収水削減の費用対便益分析によるプロジェ

クトの財務的効果を示したことにより、SEDAPAL の政策決定者がプロジェクト活動の重要

性をより一層認識することとなり、事業計画や作業標準である ISO システムへのプロジェ

クト活動の反映を促進した。 

 ２－７－２ プロジェクトの阻害要因 

計画内容に関すること 

  (1) 横断的組織の不在 

無収水の要因分析、削減対策を統括している部署が組織上存在しない。関係部署として

漏水管理削減チーム、センター運転維持管理チーム、センター商務チーム、商務特別顧客チ

ーム、一次配水チーム、商務管理メータ検定チーム等があるが、統括管理する部署が無い為

に、無収水対策の作業計画の作成、データの収集や分析、現場での作業等に時間を要した。 
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実施プロセスに関すること 

  (2) セクターとメータ検針区の不整合 

セクターの境界とメータ検針の境界が一致していない。したがって、本プロジェクトに

おける無収水削減に必要となるセクター内の請求水量を算出するのに期間を要した。  

  (3) 複数の部署によるデータ管理 

サービスセンターの商務チームは、セクター内の一般顧客データをデータベースシステ

ムで見ることができるが、同じセクター内の特別顧客のデータに対しては容易にアクセスす

る権限が与えられていない。このことが作業の円滑化の阻害要因となっている。 
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第３章 評価 5 項目による評価結果 

３－１ 妥当性 

ペルー国、我が国の国家政策、実施機関である SEDAPAL のニーズと合致しており、妥当性は高

い。 

【ペルー政府の政策との整合】 

 上下水道セクターを管轄する住宅建設衛生省（Ministerio de Vivienda, Construcción y  

Saneamiento：MVCS）は「国家衛生計画 2006－2015」を策定し、水道サービスの質の改善

や財務の健全性の推進についての目標を設定し、無収水削減の推進についても目標として

掲げている。 

 SEDAPALの水道料金はSUNASSと合意した複数の水道事業に係る指標の達成状況により、

その改定が SUNASS より承認される。SUNASS と合意する指標の中には無収水率の削減も

含まれており、その具体的な指標は、SEDAPAL の最適マスタープランに 2019 年までの目

標が設定されている。 

【日本政府の政策との整合】 

 JICA の対ペルー国別援助実施方針（2012 年 1 月策定）における重点分野である「環境対

策」では「水資源の乏しいペルーにおいて、新規水源の開発、上下水道施設の整備などを

通じた国民の衛生環境の改善を支援していく」としている。 

 JICA は 1990 年代からリマ首都圏を対象として有償資金協力による上下水道整備等を集中

的に実施している。中でもリマ首都圏北部上下水道最適化事業（I）及び（II）は無収水削

減を目的としており、本プロジェクトとの関連性が極めて高い。 

【日本の優位性】 

 日本の上水道事業の無収水率は全国平均で 10%弱であり、世界で最も優秀な実績を挙げて

いる。関連技術の移転はペルーに対し優位性があるといえる。 

【ニーズとの整合】 

 本プロジェクトの対象地域であるリマ首都圏は、年間降水量約 9mm の砂漠気候に属し従来

から乾季における水不足が深刻であり、新しい水資源の確保が困難な状況にある。一方、

近年リマ首都圏では、地方部からの低所得者層を中心とした人口流入により市街地周辺部

の宅地開発が急速に進み、人口も急速に増加している。市の中心部では、高層ビルが増え

ているため、水の需要が増えている。 

 SEDAPAL の事業運営は決して効率的であるとは言えない状況にある。2014 年 12 月時点に

おける無収水率は全給水区域平均で 29.1%であり、50%近い地域も存在している。 

３－２ 有効性 

プロジェクト終了までにプロジェクト目標は達成される見込みであることから、有効性は高い。 

 全てのプロジェクト目標の指標はプロジェクト終了までに達成される見込みである。プロ

ジェクトの活動を通して発現した成果は、SEDAPAL の幹部にも共有されると同時に、総

局長へのインタビューの結果からも高い評価が得られている。また、SEDAPAL として、
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無収水削減の取り組みの重要性が認識されており、取り組みの継続に関して強いイニシア

ティブが表明されている。 

 各成果は、プロジェクトの目標を達成するために、無収水削減マネジメントチーム、アク

ションチームそれぞれに求められる能力開発の内容になっている。具体的には成果 1：無

収水に係る総合的な管理能力の向上、成果 2：現場における無収水削減作業実施能力の向

上、成果 3：漏水の発生原因の大部分を占める給水管の設置作業に係る品質管理能力の向

上は、いずれもプロジェクト目標である SEDAPAL 全体としての無収水削減に係わる能力

向上に繋がることから、プロジェクト目標達成のための各成果の貢献は明確である。  

 外部条件である「SEDAPAL の無収水削減に係る関係部署が大幅な組織改編を受けない」

及び「プロジェクトにより能力向上支援を受けた SEDAPAL の職員が大幅に離職しない」

に関しては、プロジェクト・マネージャーを含めた数名のカウンターパートの交代が生じ

たが、プロジェクト目標達成への大きな影響は確認されていない。 

３－３ 効率性 

投入は効果的に活用されており、成果も十分に発現していることからも効率性は高い。 

 マネジメントチームによるパイロットプロジェクトの評価報告書作成、無収水削減の費用

対便益の分析が、成果 1 の無収水削減管理能力向上に貢献した。また、アクションチーム

による 2 カ所のパイロットプロジェクトの実施が、成果 2 の無収水削減対策実施能力向上

の達成に貢献し、給水装置の設置にかかる実地訓練の実施や技術仕様書ガイドラインの作

成が、成果 3 の給水装置設置工事における品質管理能力向上に貢献したことから、活動の

実施が各成果の発現に十分に貢献していることが確認された。 

 ローカルコストに関しては、日本側の負担は生じていない。研修参加、無収水削減活動等

に係る経費は SEDAPAL の負担により実施されており、財政面において、SEDAPAL 側の費

用、既存の施設を用いた効率的な活動が実施されている。 

 日本人専門家による技術移転の内容はプロジェクトの活動を進めるうえで適切であった。

SEDAPAL の給水装置設置基準の見直し、漏水探知、漏水探知用の特殊機材の使用といっ

たテーマについての指導や、非物理的損失水量分析の指導は、無収水削減に関連する各部

署のカウンターパートのニーズに沿った内容であった。 

 本邦研修、第三国研修（ブラジル）は、参加者の能力向上に貢献している。研修参加者は

帰国報告会において SEDAPAL 本部、各サービスセンター関係者に対して研修内容を共有

している。さらに、研修内容を、プロジェクトで作成されている無収水削減対策実施マニ

ュアル及び技術仕様書ガイドラインの作成に反映させるといった効果が確認された。 

 SEDAPAL に供与された漏水探知機材等は有効に活用されており、担当部署により維持管

理も適切に実施されている。さらに、供与機材を参考に SEDAPAL が調査機材を自作する

といった効果も確認された。 

３－４ インパクト 

SEDAPAL によるプロジェクト効果を活用した独自の取り組みが開始されるといったインパクト

が見られた。また、上位目標達成見込みも高いことから、インパクトは高いと判断する。 

 パイロットエリアにおけるプロジェクトの方法による無収水削減への有効性が確認された。
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SEDAPAL の全 7 サービスセンターにおいて、各セクターで１つ無収水削減パイロット事

業の実施が 2015 年の SEDAPAL の年次事業計画の目標として設定され、SEDAPAL 独自の

パイロット事業として活動が 2015 年より本格的に開始された。また、非物理的無収水削減

を推進している商務局の SIAC プロジェクト及び円借款事業である「リマ首都圏北部上下

水道最適化事業」との相乗効果により、上位目標の達成は可能であると推定される。  

 「リマ首都圏北部上下水道最適化事業」により構築されるセクターの無収水削減ベースラ

イン値の測定及び管理に、本プロジェクトを通して習得した技術及び作成した技術仕様書

ガイドラインが活用されることが期待される。 

 本プロジェクトで作成したマニュアル、ガイドラインが SEDAPAL の ISO システムへ統合

される予定である。そのことで無収水削減の手法・手順が標準作業として登録され、

SEDAPAL 内での無収水削減技術の普及に寄与することが期待される。 

 2014 年にアクションチームのメンバーによる、MVCS を通したクスコ水道公社へのセミナ

ーが実施され、プロジェクトの内容が一部共有された。 

３－５ 持続性 

今後の活動の継続、効果の普及に向けて、組織面及び技術面において一部課題があり、持続性は

中程度と判断する。 

【政策面】 

 MVCS 傘下の国家衛生局が策定した「国家衛生計画 2006-2015」では無収水削減プログラ

ムの実施を促進している。同国家計画と整合した SEDAPAL の 2009 年の最適マスタープ

ランでは、無収水率の目標値が 2019 年まで設定されており、目標の達成に向けて改善が継

続される見込みは高い。 

 

【組織面】 

 SEDAPAL の 2015 年度年次事業計画として、7 つのサービスセンターにおいて無収水削減

パイロット事業の実施が決定された。このパイロット事業の作業計画を作成し、データ収

集・分析、現場での作業が迅速かつ効率的に実施できるように、運用管理（Operations 

Manager：OM）チーム、商務チームといった関連部署間において、組織横断的な組織体制

の構築が求められる。したがって、パイロットエリア以外のサービスセンターにおいて、

新たにアクションチームの設立が必要となる。 

 SEDAPAL 本部のマネジメントチームはプロジェクト終了後解散する予定である。

SEDAPAL 内部に関係部署間の無収水削減に係る横断的な組織として、無収水削減委員会

が設置されており、プロジェクトの開始に合わせて再活性化された。マネジメントチーム

の機能は同委員会に引き継がれる計画となっている。マネジメントチームメンバーの多く

が、同委員会のメンバーでもあることから、機能の引継は問題なく実施されることが想定

される一方、プロジェクト成果の普及といった新たな活動を担うことが期待されることか

ら、同委員会の機能強化が求められる。 

 

【技術面】 

 プロジェクトにより研修が実施されたブレーニャ、スルキージョ、アテ・ビタルテのセン
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ター以外の 4 センターへの研修は未実施であり、特にプロジェクトのパイロットエリアが

含まれない北部地区への技術移転には課題が残る。 

 実施されたパイロットプロジェクトでは、首都圏給水エリアの比較的中心部の平坦地を対

象としたが、首都圏の周辺部の傾斜地には、セクター化（分離工事）が実施されていない

エリアも多く、地理的条件、配水方式等の違いがあるため、パイロットプロジェクトで習

得した技術だけでは対応できない可能性がある。 

 プロジェクトで作成された無収水削減対策実施マニュアル及び技術仕様書ガイドラインが

SEDAPAL の ISO システムへ統合されることにより、プロジェクトの活動が無収水削減の

標準作業として登録され、SEDAPAL 内での無収水削減技術の普及に寄与することが期待

される。 

 

【財政面】 

 SEDAPAL の経常予算は増加傾向にあり、プロジェクトにおいても SEDAPAL によるローカ

ルコストの負担には問題は生じていない。今後の無収水削減活動の普及についても各サー

ビスセンターの経常予算を用いることが決まっており、継続的な予算措置が期待される。  

 プロジェクトによるパイロットエリアは限定されており、無収水削減が SEDAPAL 全体の

財務面に反映するには至っていない。しかしながら、今後のパイロットプロジェクトの普

及に伴い、アプローチの適用エリアがさらに増加すれば、財務への効果が発現する可能性

はある。 
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第４章 結論 

本プロジェクトの活動はほぼ計画通りに実施され、提言に示す残りの活動が実施されれば、プ

ロジェクト目標が達成される見込みである。SEDAPAL 自身の取り組みの継続と SIAC プロジェク

ト、リマ首都圏北部上下水道最適化事業との相乗効果により上位目標の達成も見込まれる。また、

プロジェクトで作成された無収水削減対策実施マニュアル及び技術仕様書ガイドラインが

SEDAPAL の ISO システムへ統合されることにより、プロジェクトによる無収水削減活動の持続

に寄与することが期待される。 

評価 5 項目については、妥当性、有効性、効率性、インパクトは高いとする一方、持続性には

一部課題があり、中程度と判断した。 
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第５章 提言・教訓 

５－１ 提言 

 ５－１－１ プロジェクト終了前 

  (1) プロジェクトの指標達成 

プロジェクト完了までに、残された下記の指標を達成する。 

指標 1-2：無収水削減が SEDAPAL の経営に及ぼす効果に関する報告書を作成し承認する。 

指標 1-3：ワークショップを開催し、マネジメントチームが講師を務める。 

指標 3-2：「給水装置標準仕様書」を作成し、SEDAPAL の経営陣が同仕様書を承認する。 

  (2) 上位目標の達成目標の設定（PDM の変更） 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（Ver.2）に記載さ

れている上位目標の指標「SUNASS と合意した 2018 年の無収水率 XX%を達成する」を

「SEDAPAL の最適マスタープラン（2015-2019）で定める 2018 年の無収水率 27.5%を達成

する」に変更する。尚、修正版 PDM（Ver.3）を添付資料 6 に示す。 

  (3) 研修未実施センターへの技術移転 

これまでプロジェクトでは、ブレーニャ、スルキージョ、アテ・ビタルテの 3 センター

にて研修が実施されてきたが、それ以外の 4 センターについては未だ研修が実施されていな

いため、プロジェクト期間内に研修が実施されることが必要と考える。また、パイロットエ

リアに含まれていなかった北部地区についても、プロジェクト成果を共有し、研修が実施さ

れることが期待される。 

 ５－１－２ プロジェクト終了後 

（MVCS への提言） 

  (1) 他地域の水道公社への普及への取り組み 

プロジェクトの効果を最大化するためには、無収水率が高いリマ以外の地域の水道公社

にも普及されることが重要である。普及の必要性が生じた際には、SEDAPAL の関係者によ

るワークショップの開催や経験を積んだ SEDAPAL 職員による技術指導、MVCS による国立

研修センター（Servicio Nacional de Capacitación para la Industria de la Construcción：SENCICO）

で実施している集中講義等にプロジェクトでの技術移転の内容を含める等の普及活動を計

画し、必要な予算措置を行うことが求められる。 

（SEDAPAL への提言） 

  (2) マネジメントチームに替わる無収水削減委員会の機能化 

マネジメントチームはプロジェクトのための暫定組織であり、プロジェクト終了後は解

散する予定である。しかし、現在のマネジメントチームのメンバーの多くが、SEDAPAL 内

に設置された無収水削減委員会のメンバーであり、無収水削減を実施する横断的な組織とし
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て、同委員会の活用が計画されている。今後、現在のマネジメントチームの機能を同委員会

に移転し、効果的に無収水削減事業が実施されることが求められる。 

  (3) 各サービスセンターの無収水対策事業への支援 

今後、全 7 サービスセンターにおいて、選定されたセクターでの無収水削減活動が実施

される。特にプロジェクトの対象外 4 カ所のサービスセンターにおいては、体制整備、スタ

ッフの能力強化の実施が必要となる。SEDAPAL はこれらのサービスセンターに対しての支

援を円滑に実施するために、適切な人材育成計画を策定して実施すると同時に、必要に応じ

て、支援を実施する無収水削減委員会及びアクションチームへの人的、予算的支援を行う。 

  (4) 円借款プロジェクトとの連携 

リマ首都圏北部上下水道最適化事業により、構築されたセクターのベースライン無収水

率の測定及び無収水管理に本プロジェクトで習得した技術を活用する。さらに今後 ISO シ

ステムにより標準化された無収水削減に関する技術を、同円借款事業等において活用するこ

とにより、相乗効果を図る。 

５－２ 教訓 

  (1) 費用対便益分析の導入による持続性確保 

プロジェクトにおける費用対便益の結果は、活動の予算獲得のための交渉材料として用

いることにより、予算の確保を容易とすることが指摘された。このような費用対便益の分析

にかかわる能力強化をプロジェクトに計画段階で導入することは、無収水削減活動を実施す

るための継続的な予算確保に寄与することになる。 

  (2) 無収水削減活動の事業計画への反映による部署間の連携 

サービスセンターでの無収水削減活動の実施が、SEDAPAL の年次事業計画に反映された

ことにより、様々な部署から成るサービスセンターの組織が一体となって無収水削減活動に

取り組むことが可能となった。このことは、無収水削減の専門部署を持たないサービスセン

ターにおいて、無収水削減事業を効率的に実施することに寄与することになる。 

  (3) 無収水削減マニュアル、技術仕様書ガイドラインの ISO システムへの統合 

プロジェクトで作成された無収水削減マニュアル、技術仕様書ガイドラインの内容を

SEDAPAL 内の ISO システムへ統合することは、プロジェクトによる無収水削減活動の持続

的な実施に寄与する。ISO 等の組織の作業標準システムの現状を調査し、プロジェクトの活

動に最初から組み込むことが望ましい。 

  (4) 特別顧客管理部署のアクションチームへの参加 

アクションチームメンバーに特別顧客を担当する商務部の職員が含まれていなかったた

め、プロジェクトでは必要データの収集の遅れによる影響を受けた。可能な限り、想定され

る阻害要因を見極めた上で、必要となる関連部署の職員を含めたチーム構成とする、もしく

は途中から関係部署の職員が参加できる体制とする必要がある。 

  (5) 本邦研修及び第三国研修によるモチベーション向上 

本邦研修及び第三国研修の実施がカウンターパートのモチベーション向上に極めて有効
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であった。そのため、プロジェクトの活動を円滑に実施するためにも、できるだけプロジェ

クトの初期の段階で実施することが望ましい。 
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第６章 団員所感 

６－１ 総括所感 

本プロジェクトは、本年 6 月に終了することとなるが、評価調査の結果、プロジェクトで想定

した活動は概ね終了し、プロジェクト期間内にすべての活動が終了する予定であり、SEDAPAL

含め関係者の理解と積極的な関与もあり、所定の成果を上げていることが確認できた。  

5 項目評価の結果としては、妥当性、有効性、効率性、インパクトについては、高い評価とし、

持続性については、中程度を付した。 

妥当性については、日本側のペルーへの支援方針、日本技術の優位性や円借款事業との連携、

ペルー側においても政府の政策や事業計画と合致していることからも本プロジェクトは非常に妥

当性が高いと考える。有効性、効率性については、プロジェクト目標が予定どおり達成される予

定であること、目標に向けた成果・活動が設定されていたこと、投入が予定どおり行われ、成果

も発現していること等からも共にプロジェクトの目標達成に寄与していることが理解できる。  

また、インパクトについては、プロジェクトの活動・成果だけではなく、その成果を他のセク

ターに利用できること、ペルー側も上位目標の達成に向けて尽力していること、円借款プロジェ

クトとの連携は、大いに上位目標達成に寄与すると考え、インパクトも高い評価としている。  

なお、持続性については、中程度としている。上でも説明のとおり政策的な側面において持続

性は高いと考えるが、組織面においては、無収水対策を行うための組織内の実施能力を高めるべ

くパイロットプロジェクトを実施した時と同様なチーム又は組織の構築が必要であり、組織が一

丸となった対応が必要となる。 

本プロジェクトは、3 年間で無収水削減のための技術移転を行うものであったが、短期間でプ

ロジェクト目標を達成する背景には日本人専門家とペルー側の多大なる尽力があったものと思わ

れる。それに加えてペルー側の無収水削減にかかる政策的な目標が明確であり、その削減に向け

た組織的な意識が高く、真摯な対応がプロジェクト目標の達成に大きく貢献したものと考える。  

また、プロジェクトの成果のみならず、ペルー側の自助努力により実施されている SIAC（非

物理的無収水対策：メータ交換、メータ検針及び請求書の作成等）が非常に効果を発揮し、プロ

ジェクトの成果と共に無収水削減に対して相乗的に効果を発揮しつつある。加えて、ペルー側は

2015 年に全 7 サービスセンターでパイロットプロジェクトを実施するための計画を策定し、既に

予算化されていること、プロジェクトの成果物であるマニュアル、ガイドラインを SEDAPAL の

ISO システムへ統合し、無収水削減活動を標準化する等、様々な活動を実施しており、プロジェ

クトの成果を活用し、ペルー側が継続して無収水削減活動を実施する予定であることから、上位

目標（2018 年の無収水率が 27.7%となる）の達成は大いに期待できる。 

プロジェクトは、残り 5 カ月となり活動の纏め作業、成果（特にパイロットプロジェクト）を

対外的に発表することが求められるが、提言の(1)にも記載したとおり、指標を達成すべく活動を

行うことが重要である。また、プロジェクト期間中に終了時評価の提言(2)(3)の活動（無収水削
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減委員会の機能化、未実施のセンターへの研修等）を行うことで、プロジェクトの持続性を高め、

上位目標の達成に大きく寄与すると考えるので、プロジェクト終了までも更なる尽力が必要であ

る。 

６－２ 技術アドバイザー所感 

SEDAPAL の無収水率は近年急激に低下してきている。2010 年 12 月時点で 37.8%だった無収水

率は、2014 年 12 月時点で 29.1%にまで急激に低下した。4 年間で 8.7%という大幅な低下である。

リマのような大都市において、短期間にこれだけ画期的とも言える低減が実現された背景に興味

を抱くのは私だけではないであろう。この点について SEDAPAL の総局長（General Manager）に

直接お会いして尋ねたところ、非物理的損失（いわゆるコマーシャルロス）の削減が、近年の大

幅な低減に寄与したものと認識しているとのことであった。 

SEDAPAL は、2010 年半ばから SIAC と呼ばれるプロジェクトを実施している。SIAC とは

“Servicio Integral de Actividades Comerciales”の略称である。このプロジェクトでは、コマーシャ

ルロス削減業務を民間企業に一括委託して実施している。委託費用はすべて SEDAPAL の自己資

金（毎年の通常予算）で賄っている。委託契約は、SEDAPAL の 3 支局（中部、南部、北部）毎

に 3 本に分かれており、それぞれ COMSA（西）、Aguas de Balocerona（西）、Veolia（仏）が地元

企業とコンソーシアムを組んで契約を締結している。委託業務の内容は、メータ整備（交換や新

規設置）、メータ検針、請求書作成等である。このプロジェクトを実施した結果、「料金請求件数

の総数」に占める「メータ検針に基づく料金請求件数」の割合は、2010 年 12 月時点の 69.2%か

ら 2014 年 12 月時点の 82.6%にまで大幅に増加した。そして、注目すべき点は、その増加に反比

例する形で SEDAPAL の無収水率が急激に低下していることである。 

総局長によれば、2010 年から 2014 年にかけての 4 年間には特に無収水削減を直接の目的とす

る、あるいは、間接的に無収水削減に資するような大型の設備投資（例えば老朽管の更新や配水

セクターの構築等）は実施していないとのことである。このことは、大都市における無収水削減

の取り組みのあり方に関して重要な示唆を与えている。すなわち、リマのような大都市では、コ

マーシャルロスの削減を徹底することにより、少ない費用で短期間に無収水率を大幅に低減する

ことが可能であるということである。コマーシャルロス削減の重要性に関しては、JICA 内部でも

これまでも様々な事例を通して語られてきているところではあるが、リマの事例は改めてそのこ

とが正しいことを実証したわけである。 

途上国の多くの都市では、無収水率が 50%を超える一方、老朽管の更新や配水セクターの構築

といった費用の嵩む無収水削減対策は実施することができないというのが実状である。そうした

都市においては、コマーシャルロスの削減を徹底することで、無収水率を大幅に低減することが

可能である。無収水全体に占めるコマーシャルロスの割合が高いというのが途上国の無収水の特

徴である。無収水の半分近くがコマーシャルロスというケースも十分あり得る。一方、我国のよ

うな先進国の無収水には、コマーシャルロスはほとんど存在せず、その大部分は漏水であるとい

う特徴がある。 

SEDAPAL の無収水削減対策の取り組みでもうひとつ注目すべき点がある。それは、コマーシ

ャルロス削減を直営で実施するのではなく、民間企業との間で業務委託契約を締結する形で実施
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していることである。この点に関して SEDAPAL の商務部の担当者にその理由について確認した

ところ、公営企業の役割を縮小して民間企業の活用を推進するという政府の方針に従っただけで

あるとの回答を得た。ここで重要なことは、民間企業を活用したことが、結果的に急激な無収水

率の低減をもたらしたと思われることである。SEDAPAL が直営で実施していたら、これほど劇

的な無収水削減には結びつかなかったものと思われる。その理由は以下のとおりである。  

ひとつ目の理由は、公営企業と民間企業のフットワークの違いである。公営企業である

SEDAPAL の場合、正式な手続きを踏まなければ何事も進まないのが普通である。それは資機材

の調達に関して最も顕著である。例えばメータを数十個調達するにしても、SEDAPAL の場合は

数カ月の期間を要するのに対し、民間企業の場合は通常 1 カ月以内に調達可能である。民間企業

の軽快なフットワークが、コマーシャルロス削減対策の効率的な実施に貢献したことは明らかで

ある。 

次に考えられる理由はより重要である。それは契約にペナルティ条項が盛り込まれていること

である。SIAC プロジェクトでは、SEDAPAL は民間企業に契約金を支払う一方、民間企業に対し

契約期間（3～4 年）内の各年において最低限達成しなければならないノルマを課している。具体

的には、毎年請求水量を一定の割合で増加させることを契約で義務づけており、それが達成でき

ない場合は民間企業が SEDAPAL に罰金を支払わなければならないことになっている。民間企業

は、罰金の支払いを回避するため、最善の努力を尽くさざるを得ないわけである。こうしたペナ

ルティは、SEDAPAL が直営で実施した場合、自らの職員に対しては決して課すことはできない

ものである。 

SEDAPAL としては、政府の方針に従っただけにすぎないかも知れないが、結果的に民間企業

を活用したことが大きな削減効果の発現に結びついたと思われる。将来、JICA 職員が途上国の大

都市においてコマーシャルロス削減対策の実施を検討する際には、リマの無収水対策から多くの

重要なヒントが得られるはずである。 

ここまで、SEDAPAL のコマーシャルロス削減にかかる SIAC プロジェクトを中心に述べてきた

が、SEDAPAL はその他にも無収水削減対策を進めている。その代表的なものが「リマ首都圏北

部上下水道最適化プロジェクト（I）及び（II）」の実施である。これら二つのプロジェクトは、

いずれも SEDAPAL の給水区域の中で最も無収水率が高いリマ首都圏北部地域の配水網改善を通

じ、同地域の無収水率を 25%にまで低下させることを主目的として実施されている。 

最適化プロジェクト（I）は、JICA、IBRD 及び KfW の協調融資プロジェクトで、工事が進行

中である。すべての工事は 2015 年 3 月末までに完了の予定である。プロジェクトには、配水幹線

（22.5km）、2 次配水管の更新・拡張（364km）、給水装置（68,600 カ所）等の整備の他、26 カ所

の配水セクターと配水 SCADA の構築が含まれている。こうした施設整備の結果、プロジェクト

対象地域（裨益人口約 50 万人）の既存配水網の 65%と給水装置の 100%が更新される予定である。 

最適化プロジェクト（II）は、詳細設計が進行中である。JICA ペルー事務所によれば、（I）と

同じように JICA、IBRD 及び KfW の協調融資になる可能性が高いとのことである。プロジェクト

には、配水幹線（40.5km）、2 次配水管の更新・拡張（228km）、給水装置の改良（70,289 カ所）、

メータの設置（10,537 カ所）の整備の他、23 カ所の配水セクターと配水 SCADA の構築が含まれ



 

－30－ 

る予定であり、プロジェクト対象地域（裨益人口約 40 万人）の既存配水網の 23%と給水装置の

100%が更新される計画である。 

先に述べた SIAC プロジェクトが非物理的損失（コマーシャルロス）の削減を目指すものであ

るのに対し、これらの最適化プロジェクトは、主に物理的損失（漏水）の削減に貢献することが

期待されている。また、プロジェクトで新たに構築される配水セクターにおける無収水率のベー

スライン値測定や漏水管理には、本技術協力プロジェクトで移転した技術が活用されることが期

待されている。SEDAPAL は、引き続き最適化プロジェクト（III）と（IV）を実施する計画を有

しており、現在そのための準備作業を行っている。 

本技術協力プロジェクトでは、セクター18 とセクター67 の二つの配水セクターにおいて無収

水削減にかかるパイロットプロジェクトを実施した。これらのパイロットプロジェクトでは、セ

クター内の無収水を大幅に削減することに成功するとともに、削減対策の費用対効果が大きいこ

とを実証することができた。この結果を受け、SEDAPAL は 2014 年度にセクター4 において無収

水削減の取り組みを独自に始めた他、2015 年度には新たに 7 カ所の配水セクターで取り組みを実

施することを組織として決定した。2016 年度以降も引き続き配水セクターの数を増やして対策を

実施していくことが期待できる状況にある。 

SEDAPAL の最適化マスタープラン（Plan Maestro Optimizado）2015-2019 では、最終年である

2019 年の目標無収水率を 27.2%に定めている。2014 年 12 月末時点の無収水率（実績値）は 29.1%

であることから、目標達成のためには今後 5 年間で 1.9%の削減が必要となる。年率 0.38%の削減

である。この削減が可能か否かについては、人によって見方が分かれるところではあると思われ

るが、私は SEDAPAL が無収水削減に組織として真剣に取り組んでいる現状に鑑み、十分達成可

能であると考えている。 

SEDAPAL の無収水削減に対するこれまでの取り組みは、全体として正しい方向へ進んでいる

と感じている。無収水は大きく非物理的損失（コマ―シャルロス）と物理的損失（漏水）の 2 種

類に分かれるが、SEDAPAL は費用対効果がより大きく即効性のある非物理的損失対策を先行し

て実施してきている。一方、多額の費用を伴う非物理的損失対策についても手をこまねいている

わけではなく、最も費用対効果の高いと思われるリマ首都圏北部から着手している。その他、配

水網のセクター化を着実に進めていることも評価に値する。 

SEDAPAL の総局長によれば、現時点で考えている無収水削減の最終目標は 20%とのことであ

る。無収水率を 20%にまで下げるためには、これまで以上の努力が必要となる。達成には 10 年

近い年月が必要になるであろう。大切なことは、その間、総局長を含む組織上層部が無収水削減

に強い情熱を持ち続けることである。 
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Narrative Summary of the Project Indicators Means of Verification Important 
assumptions 

Overall Goal 
Non-revenue water (NRW) of SEDAPAL is reduced. 

Achieve the NRW rate agreed with SUNASS. 
 (2018: XX %) 

Report of SEDAPAL to SUNASS  
 
 
 
 
 
The teams 
responsible for 
NRW reduction in 
SEDAPAL do not 
face major 
organizational 
reforms. 
 
 
The staff trained by 
the Project remain 
in SEDAPAL. 
 

Project Purpose 
The capacity to reduce NRW of SEDAPAL is improved. 
 

1. The Business Plan (Plan Operativo) of 
SEDAPAL takes into account the annual 
implementation plan to reduce NRW in each 
Service Center. 

2. The senior management of SEDAPAL 
recognizes the financial benefit brought by 
reducing NRW and approves the budget for the 
implementation of annual NRW reduction plan 
of each Service Center.  

 

1. Business Plan of SEDAPAL 
 
 
 
2. Budget report of SEDAPAL 
 
 

Outputs 
1. The management capacity to reduce NRWis improved. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. The capacityto implement activities related to the reduction 

of NRW is improved. 
 
 
 
 
 
 
3. The quality control capability related to the installation of service 

connections is improved. 

 
1-1. The Management Team produces an evaluation 

report on the pilot project completion reports 
prepared by the Action Teams. 

1-2. SEDAPAL approves the report on the costs and 
benefits analysis of NRW reduction and its 
financial implications for SEDAPAL’s business 
operation.  

1-3. The Management Team members give lectures 
in workshops to disseminate the annual 
implementation plans. 

 
2-1 The NRW rate in each pilot project area reduces 

to:  Area 1: 30% and Area 2: 20%. 
2-2 The Action Team members give lectures in 

workshops on pilot projects. 
2-3 Study (diagnosis) plans for NRW reduction are 

prepared for at least 1 place outside the pilot 
project areas. 

 
3-1 All the trainees participated in the service 

connection installation work course pass the 
hydraulic pressure test. 

3-2 SEDAPAL approves the new technical 
specification guidelines for installation of service 
connections  

 
1-1 Project report 
 
 
1-2 Project report 
 
 
 
1-3 Project report 
 
 
 
2-1 Project report 
 
2-2 Project report 
 
2-3 Study (diagnosis) plans other than for 
pilot project areas. 
 
 
3-1 Project Report 
 
 
3-2 SEDAPAL guidelines 

添付資料 5：Project Design Matrix (PDM) Ver.2 (2014年 8月) 

Project Title: Project for Capacity Strengthening for Non-Revenue Water Management of SEDAPAL Project Period: June 2012 –June 2015 

Target Areas: Lima Metropolitan area                                             Target Group: SEDAPAL staff related to NRW reduction 
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Activities Inputs Important 
assumptions 

 
1-1 To organize a NRW Management Team in SEDAPAL 
1-2 To identify NRW problems of SEDAPAL 
1-3 To conduct a training course on NRW management  for the 

Management Team 
1-4 To analyze the costs and benefits of the NRW reduction activities 

based on the results of the pilot project 
1-5 To evaluate the financial implications of NRW reduction for the 

overall business operation of SEDAPAL in future 
1-6 To prepare an annual implementation plan to reduce NRW in each 

Service Center based on the activities 1-4 and 1-5 above and the 
business objectives of  SEDAPAL 

1-7 To conduct workshops in SEDAPAL to disseminate the annual 
implementation plan of each Service Center 
 

2-1 To organize Action Teams to reduce NRW in the pilot projects 
2-2 To determine the pilot areas by confirming separation in hydraulic 

condition of the pilot project areas 
2-3 To conduct training courses for the Action Teams on the 

implementation of NRW reduction measures 
2-4 To prepare a study (diagnosis) plan by analyzing technical and 

commercial data in the pilot project areas and review the existing 
situations of NRW such as volumes of water distributed and 
billed, sectorization, and installation of meters 

2-5 To install necessary valves, flow meter boxes and meters, and 
estimate the NRW rate in the pilot project areas before 
implementing the pilot project 

2-6 To conduct field surveys to identify the causes of NRW (leakage, 
illegal connections and meter-related losses) and, based on the 
results of the surveys, prepare an implementation plan of NRW 
reduction measures in the pilot project areas 

2-7 To implement NRW reduction measures in the pilot project areas 
2-8 To estimate the NRW rate after completion of the activity 

2-7above 
2-9 To prepare a completion report on NRW activities in the pilot 

project areas, which includes basic data for analyzing the costs and 
benefits such as the cost to implement NRW measures and 
increased volume of  billed  water 

2-10 To conduct workshops in SEDAPAL to disseminate the study and 
implementation plans, implementation processes and the results of 
the pilot projects 

2-11 To prepare study (diagnosis) plans for NRW reduction for 
places outside the pilot project areas 

2-12 To provide technical support for implementation of the 

 
[Japanese side] 
 
1.Experts: 
- Leader/NRW management 
- NRW reduction planning 
- Leakage detection technology 
- Service connection installation technique 
- NRW reduction Advisor 
 
2.Training: 
- Training in Japan 
- Training in third country 
 
3. Equipment: 
- Water leakage detection unit 
- Vehicle for leakage detection (mobile laboratory) 
- Ultrasonic flow mater 
- Materials and equipment for service connection 

installation training 
- Vehicle for Japanese experts 

漏水検知器 

 
[Peruvian side] 
 
1. Counterpart personnel: 
- Project Director 
- Project Manager 
- C/P from Leakage Control and 

Reduction Team 
- C/P from Network O & M Team for 

each pilot project area 
- C/P from Business Team of each pilot 

project area 
- C/P from Primary Distribution Team 
 
2. Facilities: 
- Office space for Japanese experts in 

SEDAPAL (forapprox.8 persons) 
- Office furniture 
- Internet connection 
- Training room (for approx. 20 persons) 
- Training space for installation of 

service connections (40m
2
) 

- Storage space for training equipment 
 
3. Local Cost: 
- Costs necessary for the     

implementation of the pilot projects 
(leakage repair, replacement and 
installation of meters and, accessories, 
and fuel for the mobile laboratory). 

- Administration costs of the project 
(electric power, telephone, Internet and 
water for the Japanese experts’ office) 

 -Police security services during 
night-time works in the field. 

- Customs Duties and Value Added Tax 
(CD-VAT), cost for customs clearance, 
storage and inland transportation to be 
incurred in relation to the import of 
equipment, if any, provided by the 
Japanese side 

- Expenses for maintenance of equipment 
provided by the Japanese side 

 
No large scale 
natural disasters 
occur. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Premises 
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NRW reduction measures outside the pilot projects areas 
2-13 To prepare an implementation manual of NRW reduction 

measures based on the results of the pilot projects and 
implementation processes outside the pilot project areas 

2-14 To conduct a seminar to disseminate the manual of  NRW 
reduction measures 
 

3-1 To study and analyze the capacity of contractors for installation of 
service connections (service connection pipes and water meters) 

3-2 To review the existing technical specifications of SEDAPAL for 
installation of service connections 

3-3 To prepare the teaching materials for theoretical and practical 
trainings on installation of service connections 

3-4 To conduct theoretical and practical trainings on installation of 
service connections 

3-5 To prepare a technical specification guideline for installation of 
service connections 

3-6 To conduct workshops in SEDAPAL to disseminate the guideline 
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Narrative Summary of the Project Indicators Means of Verification Important 

assumptions 

Overall Goal 
Non-revenue water (NRW) of SEDAPAL is reduced. 

Achieve the NRW rate proposed in the Oputimization 
Master Plan of SEDAPAL (2018: 27.5%) 

Report of SEDAPAL  
 
 
 
 
 
The teams 
responsible for 
NRW reduction in 
SEDAPAL do not 
face major 
organizational 
reforms. 
 
 
The staff trained by 
the Project remain 
in SEDAPAL. 
 

Project Purpose 
The capacity to reduce NRW of SEDAPAL is improved. 
 

1. The Business Plan (Plan Operativo) of SEDAPAL 
takes into account the annual implementation plan 
to reduce NRW in each Service Center. 

2. The senior management of SEDAPAL recognizes 
the financial benefit brought by reducing NRW 
and approves the budget for the implementation of 
annual NRW reduction plan of each Service 
Center.  

 

1. Business Plan of SEDAPAL 
 
 
 
2. Budget report of SEDAPAL 
 
 

Outputs 
1. The management capacity to reduce NRWis improved. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. The capacityto implement activities related to the reduction of 

NRW is improved. 
 
 
 
 
 
 
3. The quality control capability related to the installation of service 

connections is improved. 

 
1-1. The Management Team produces an evaluation 

report on the pilot project completion reports 
prepared by the Action Teams. 

1-2. SEDAPAL approves the report on the costs and 
benefits analysis of NRW reduction and its 
financial implications for SEDAPAL’s business 
operation.  

1-3. The Management Team members give lectures in 
workshops to disseminate the annual 
implementation plans. 

 
2-1 The NRW rate in each pilot project area reduces to:  

Area 1: 30% and Area 2: 20%. 
2-2 The Action Team members give lectures in 

workshops on pilot projects. 
2-3 Study (diagnosis) plans for NRW reduction are 

prepared for at least 1 place outside the pilot project 
areas. 

 
3-1 All the trainees participated in the service 

connection installation work course pass the 
hydraulic pressure test. 

3-2 SEDAPAL approves the new technical 
specification guidelines for installation of service 
connections  

 

 
1-1 Project report 
 
 
1-2 Project report 
 
 
 
1-3 Project report 
 
 
 
2-1 Project report 
 
2-2 Project report 
 
2-3 Study (diagnosis) plans other than for 
pilot project areas. 
 
 
3-1 Project Report 
 
 
3-2 SEDAPAL guidelines 

添付資料 6：改訂版 Project Design Matrix (PDM) Ver.3 (2015年 1月) 

Project Title: Project for Capacity Strengthening for Non-Revenue Water Management of SEDAPAL Project Period: June 2012 –June 2015 

Target Areas: Lima Metropolitan area                                             Target Group: SEDAPAL staff related to NRW reduction 
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Activities Inputs Important 

assumptions 

 

1-1 To organize a NRW Management Team in SEDAPAL 

1-2 To identify NRW problems of SEDAPAL 

1-3 To conduct a training course on NRW management  for the 

Management Team 

1-4 To analyze the costs and benefits of the NRW reduction activities 

based on the results of the pilot project 

1-5 To evaluate the financial implications of NRW reduction for the 

overall business operation of SEDAPAL in future 

1-6 To prepare an annual implementation plan to reduce NRW in each 

Service Center based on the activities 1-4 and 1-5 above and the 

business objectives of  SEDAPAL 

1-7 To conduct workshops in SEDAPAL to disseminate the annual 

implementation plan of each Service Center 

 

2-1 To organize Action Teams to reduce NRW in the pilot projects 

2-2 To determine the pilot areas by confirming separation in hydraulic 

condition of the pilot project areas 

2-3 To conduct training courses for the Action Teams on the 

implementation of NRW reduction measures 

2-4 To prepare a study (diagnosis) plan by analyzing technical and 

commercial data in the pilot project areas and review the existing 

situations of NRW such as volumes of water distributed and billed, 

sectorization, and installation of meters 

2-5 To install necessary valves, flow meter boxes and meters, and 

estimate the NRW rate in the pilot project areas before 

implementing the pilot project 

2-6 To conduct field surveys to identify the causes of NRW (leakage, 

illegal connections and meter-related losses) and, based on the 

results of the surveys, prepare an implementation plan of NRW 

reduction measures in the pilot project areas 

2-7 To implement NRW reduction measures in the pilot project areas 

2-8 To estimate the NRW rate after completion of the activity 2-7above 

2-9 To prepare a completion report on NRW activities in the pilot 

project areas, which includes basic data for analyzing the costs and 

benefits such as the cost to implement NRW measures and 

increased volume of  billed  water 

2-10 To conduct workshops in SEDAPAL to disseminate the study and 

implementation plans, implementation processes and the results of 

the pilot projects 

 

[Japanese side] 

 

1.Experts: 

- Leader/NRW management 

- NRW reduction planning 

- Leakage detection technology 

- Service connection installation technique 

- NRW reduction Advisor 

 

2.Training: 

- Training in Japan 

- Training in third country 

 

3. Equipment: 

- Water leakage detection unit 

- Vehicle for leakage detection (mobile laboratory) 

- Ultrasonic flow mater 

- Materials and equipment for service connection 

installation training 

- Vehicle for Japanese experts 

漏水検知器 

 

[Peruvian side] 

 

1. Counterpart personnel: 

- Project Director 

- Project Manager 

- C/P from Leakage Control and 

Reduction Team 

- C/P from Network O & M Team for 

each pilot project area 

- C/P from Business Team of each pilot 

project area 

- C/P from Primary Distribution Team 

 

2. Facilities: 

- Office space for Japanese experts in 

SEDAPAL (forapprox.8 persons) 

- Office furniture 

- Internet connection 

- Training room (for approx. 20 persons) 

- Training space for installation of 

service connections (40m
2
) 

- Storage space for training equipment 

 

3. Local Cost: 

- Costs necessary for the     

implementation of the pilot projects 

(leakage repair, replacement and 

installation of meters and, accessories, 

and fuel for the mobile laboratory). 

- Administration costs of the project 

(electric power, telephone, Internet and 

water for the Japanese experts’ office) 

 -Police security services during 

night-time works in the field. 

- Customs Duties and Value Added Tax 

(CD-VAT), cost for customs clearance, 

storage and inland transportation to be 

incurred in relation to the import of 

equipment, if any, provided by the 

 

No large scale 

natural disasters 

occur. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Premises 
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2-11 To prepare study (diagnosis) plans for NRW reduction for 

places outside the pilot project areas 

2-12 To provide technical support for implementation of the 

NRW reduction measures outside the pilot projects areas 

2-13 To prepare an implementation manual of NRW reduction measures 

based on the results of the pilot projects and implementation 

processes outside the pilot project areas 

2-14 To conduct a seminar to disseminate the manual of  NRW 

reduction measures 

 

3-1 To study and analyze the capacity of contractors for installation of 

service connections (service connection pipes and water meters) 

3-2 To review the existing technical specifications of SEDAPAL for 

installation of service connections 

3-3 To prepare the teaching materials for theoretical and practical 

trainings on installation of service connections 

3-4 To conduct theoretical and practical trainings on installation of 

service connections 

3-5 To prepare a technical specification guideline for installation of 

service connections 

3-6 To conduct workshops in SEDAPAL to disseminate the guideline 

Japanese side 

- Expenses for maintenance of equipment 

provided by the Japanese side 
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添付資料 7：Plan of Operation (PO) 

 

Project Titles; The Project for Capacity Strengthening for Non-Revenue Water Management of SEDAPAL

Term: June 2012 ～ June 2015 (3 years)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

 1. The management capacity to reduce NRW is improved.

1-1 To organize a NRW Management Team in SEDAPAL

1-2 To identify NRW problems of SEDAPAL

1-3 To conduct a training course on NRW management for the Management Team

1-4
To analyze the costs and benefits of the NRW reduction activities based on the results

of the pilot project

1-5
To evaluate the financial implications of NRW reduction for the overall business

operation of SEDAPAL in future

1-6
To prepare an annual implementation plan to reduce NRW in each Service Center

based on the activities 1-4 and 1-5 above and the business objectives of SEDAPAL

1-7
To conduct workshops in SEDAPAL to disseminate the annual implementation plan of

each Service Center

 2. The capacity to implement activities related to the reduction of NRW is improved.

2-1 To organize Action Teams to reduce NRW in the pilot projects

2-2
To determine the pilot areas by confirming separation in hydraulic condition of the

pilot project areas

2-3
To conduct training courses for the Action Teams on the implementation of NRW

reduction measures

2-4

To prepare a study (diagnosis) plan by analyzing technical and commercial data in

the pilot project areas and review the existing situations of NRW such as volumes of

water distributed and billed, sectorization, and installation of meters

2-5
To install necessary valves, flow meter boxes and meters, and estimate the NRW rate

in the pilot project areas before implementing the pilot project

2-6

To conduct field surveys to identify the causes of NRW (leakage, illegal connections

and meter-related losses) and, based on the results of the surveys, prepare an

implementation plan of NRW reduction measures in the pilot project areas

2-7 To implement NRW reduction measures in the pilot project areas

2-8 To estimate the NRW rate after completion of the activity 2-7 above

2-9

To prepare a completion report on NRW activities in the pilot project areas, which

includes basic data for analyzing the costs and benefits such as the cost to implement

NRW measures and increased volume of billed water

2-10
To conduct workshops in SEDAPAL to disseminate the study and implementation

plans, implementation processes and the results of the pilot projects

2-11
To prepare study (diagnosis) plans for NRW reduction for places outside the pilot

project areas

2-12
To provide technical support for implementation of the NRW reduction measures

outside the pilot projects areas

2-13
To prepare an implementation manual of NRW reduction measures based on the

results of the pilot projects and activities outside the pilot project areas

2-14 To conduct a seminar to disseminate the manual of NRW reduction measure

 3. The quality control capability related to the installation of service connections is improved.

3-1
To study and analyze the capacity of contractors for installation of service connections

(service connection pipes and water meters)

3-2
To review the existing technical specifications of SEDAPAL for installation of service

connections

3-3
To prepare the teaching materials for theoretical and practical trainings on installation

of service connections

3-4 To conduct theoretical and practical trainings on installation of service connections

3-5 To prepare a technical specification guideline for installation of service connections

3-6 To conduct workshops in SEDAPAL to disseminate the guideline

 Mid-Term Review and Terminal Evaluation ▲ ▲

2012 2013 2014 2015
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添付資料 8：日本側の投入実績 

（１） 日本人専門家 

氏名 担当 派遣期間 M/M 

井川雅幸 総括／無収水管理 2012.7.4～2012.9.1 2.00 

2013.1.7～2013.3.30 2.77 

2013.7.15～2013.8.20 1.23 

2014.4.9～2014.5.8 1.00 

大谷重雄 副総括／無収水削減計画 2012.7.4～2012.10.8 3.23 

2013.1.7～2013.3.12 2.17 

2013.3.21～2013.4.29 1.33 

2013.5.15～2013.7.21 2.27 

2013.8.15～2013.12.12 4.00 

2014.1.12～2014.6.25 5.50 

2014.7.17～2014.12.22 5.30 

高橋順一 漏水探知技術 2013.1.15～2013.4.29 3.50 

2013.10.10～2014.2.19 4.43 

2014.3.22～2014.4.22 1.07 

2014.6.2～2014.7.31 2.00 

2014.8.31～2014.12.15 3.57 

安田一章 給水管接続技術 2012.7.4～2012.10.1 3.00 

2013.9.11～2013.12.7 2.93 

2014.1.15～2014.6.15 5.07 

齋藤和哉 業務調整 1/無収水削減計 2012.7.4～2012.10.8 3.23 

2013.1.7～2013.4.29 3.77 

2013.6.14～2013.11.10 5.00 

2014.9.10～2014.12.16 3.27 

奥野将敏 業務調整 2/給水管接続技 2012.7.4～2012.10.1 3.00 

2013.9.11～2013.12.7 2.93 

2014.1.15～2014.6.15 5.07 

合計 82.64 

2014年12月末現在 

 

直営専門家として無収水管理アドバイザー（高嶋渉）が① 2012 年 7 月 11 日から 2012 年 9 月

12 日、② 2013 年 1 月 13 日から 2013 年 3 月 16 日、③ 2013 年 10 月 6 日から 2013 年 10 月 28

日、④ 2014 年 6 月 7 日から 2014 年 7 月 6 日に派遣された。 
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（２） 本邦研修 

無収水管理能力強化コース 

第 1 回：2013 年 1 月 20 日～ 2 月 7 日 13 日間 

第 2 回：2014 年 1 月 20 日～ 2 月 5 日 14 日間 

第 3 回：2014 年 11 月 4 日～11 月 20 日 14 日間 

 氏名 所属 

第 1回目 Alfredo Yáñez Pajuelo 商務局長 

Liliana Gamarra León 調査規格化計画チーム長 

Ricardo Cisneros Vargas 漏水管理削減チーム長 

Danilo Vergara Serrano １次配水チーム長 

David Chong Silva メータ及び営業担当係長 

第 2 回 Villa Garcia Ortiz, Alberto Vicente 中部支局長 

Luy Foster, Jaime Kuok Tung スルキージョ配管網運転維持管理チーム配管網運転

維持管理チーム長 

Reyes Murillo, Renan  Orlando 生産一次配水局漏水管理削減チーム漏水管理削減調

査員 

Flores Tineo, Felix Cirilo ブレーニャ配管網運転維持管理チーム配管網運転維

持管理アシスタント 

Castro Reyes, Rodolfo 商務局ブレーニャ商務チーム商務調査員 

Nieto Ronceros, Jose Felix 開発調査局調査規格化計画チーム規格化計画調査員 

第3回 Sedano Fabian, Gustavo Sergio 中部支局アテ・ビタルテ配管網運転維持管理チーム 

Silva Jara, Serapio Francisco 中部支局アテ・ビタルテ配管網運転維持管理チーム 

Cardenas Canales, Alvaro 南部支局スルキージョ配管網運転維持管理チーム 

Salazar Barros, Alexander Eutimio 商務局スルキージョ商務チーム 

 

（３） 第三国研修 

ブラジル SABESP における無収水管理、防止、削減の為の優良実践及び活動コース 

研修期間: 2014 年 10 月 2 日から 10 月 31 日 

氏名 所属 

Carlo Miguel Vega Vegazo. 商務管理メータ検定記録チーム、分析 

Marco Antonio Galdos Bendezu. 特別顧客チーム、分析 

Edwin Pacheco Jara 北部地域計画チーム、資材品質 
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（４） 供与機材 

本プロジェクト活動のための漏水調査用供与機材の内訳は下表に示すとおりである。 

 

 

 

1.漏水計測、漏水探知機材

No. 機材名 数量 SEDAPAL引渡し日

1 携帯型超音波流量計 2台 2013年1月22日

2 水圧データロガー2ch(型式Textlog) 2台 2013年1月21日

3 電磁流量計 2台 2013年1月22日

※ 4,5 IOデータロガー(高感度記録計付) 2台 2013年1月21日

6 多点式ロガタイプ相関器 2台 2013年1月21日

7 音聴式漏水探知器(型式HG-10AⅡ) 1台 2013年1月21日

8 非金属管探知機(型式NPL-100) 1台 2013年1月22日

9 電子音聴棒（型式FSB-8D） 2本 2013年1月22日

10 音聴棒(型式LSP-1.5) 2本 2013年1月22日

11 距離計 1台 2013年1月22日

12 ハンマードリル（型式PR-38E） 1式 2012年10月16日

13 6角ドリルビット 5組 2012年10月16日

14 ボーリングバー 1本 2013年1月22日

15 発電機（ハンマードリル用） 1式 2012年10月16日

16 給水装置研修用機材 1式

17 残留塩素計 2台

※「4.データロガ」、「5.高感度記録計」は別々の予算組みをしていたが、

両方の機能を搭載した一体型の機材を購入し、供与した。

2.移動ラボ車両
No. 機材名 数量 SEDAPAL引渡し日

車体(Peugeot Boxer 15m3) 1台 2013年2月27日

3.携行機材
No. 機材名 数量 SEDAPAL引渡し日
1 コピー複合機 1台
2 ワークステーション 1台
3 デスクトップコンピューター 1台
4 ラップトップコンピューター 1台

No. 機材名 数量 SEDAPAL引渡し日
水中センサー 1式 2014年10月20日

2014年3月26日

プロジェクト完了時
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添付資料 9：ペルー側の投入実績 

（１） カウンターパート 

担 当 氏 名 所 属 

プロジェクト・ 

ダイレクター 

Rossina Manche Mntero（2014 年 2 月まで） 

Marco Vargas Medina（2014 年 2 月から） 

総局長 

総局長 

プロジェクト・ 

マネージャー 

Alfredo YañezPajuelo（2013 年 9 月まで） 

Alberto Villa Garcia Ortiz（2013 年 10 月から） 

商務局長 

中部支局長、無収水削減管理委員会委
員長 

無収水削減マネージメントチ―ム 

委員長 Alfredo Yañez Pajuelo（2013 年 9 月まで） 

Alberto Villa Garcia Ortiz（2013 年 10 月から） 

商務局長 

中部支局長、無収水削減管理委員会委
員長 

委員 Ricardo Cisneros Vargas（2013 年 6 月まで） 

Erick Caceres Gonzales（2013年 6月から 9月まで） 

Ana Rosa Quispe Celio（2013 年 9 月から） 

Daniel Benvenuto Mavila（2014 年 1 月から） 

調査規格化計画チーム長 

委員 Liliana Gamarra León 漏水管理削減チーム長 

委員 Danilo Vergara Serrano 一次配水チーム長 

委員 Polo Agüero Sánchez ブレーニャ運転維持管理チーム長 

委員 David Chong Silva 商務管理メータ検定記録チーム長 

無収水削減作業アクションチーム（パイロットエリア 1） 

メンバー Polo Florencio Aguero Sánchez ブレーニャ配水管網運転維持管理長 

メンバー Elard Porfirio Aguilar Alarico（2013 年 12 月まで） 

Gustavo Maldonado Ayres（2013 年 12 月から） 

ブレーニャ商務チーム長 

メンバー Rodolfo Castro Reyes ブレーニャ商務係 

メンバー Renán Reyes Murillo 漏水管理削減チームアナリスト 

メンバー Osvaldo Navarro Sandoval 漏水管理削減チーム図面管理 

メンバー Javier Ferro Mory（2013 年 9 月まで）、後任未定 ブレーニャ配水管網運転維持管理 

メンバー Félix Flores Tineo ブレーニャ配水管網運転維持管理 

無収水削減作業アクションチーム（パイロットエリア 2） 

メンバー Jaime Luy Foster スルキージョ配水管網運転維持管理長 

メンバー José Luyo Serna（2014 年 2 月まで） 

Paola Zuñiga Urday（2014 年 2 月から） 

スルキージョ商務チーム長 

メンバー Alexander Salazar Barros スルキージョ商務係 

メンバー Renán Reyes Murillo 漏水管理削減チーム現場監督 

メンバー German Ramos Ortega（2014 年 2 月まで） 

Alvaro Cardenas Canales（2014 年 3 月から） 

スルキージョ配水管網運転維持管理 

メンバー Luis Untiveros Cardenas スルキージョ配水管網運転維持管理 

調整グループ 

メンバー Jose Nieto Ronceros 開発調査局調査規格化計画チーム 

メンバー Marco Gardos Bendezu 特別顧客チームアナリスト 

メンバー Rodolfo Castro Reyes ブレーニャ商務係 

メンバー Félix Flores Tineo ブレーニャ配水管網運転維持管理 

 

（２） ローカルコスト（単位：ソル） 

 物理漏水対策作業 商務漏水対策作業 SEDAPAL 技術経費 合計 

エリア 1 68,771 38,266 53,519 160,556 

エリア 2 86,157 89,248 52,622 228,027 

 388,583 
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添付資料 10：質問票集計結果 

 

A．回答者 

マネジメントチーム：5 

アクションチーム（エリア1）：6、（エリア2）：3、（エリア3）：2 

コーディネーター：1 

合計：17 

B．プロジェクトに関する質問への回答1
 

1. プロジェクトによる技術移転、セミナー等は私の無収水削減に係る能力向上に役立った。 

 
 研修は特定の活動に基づいて実施された。成果がその有効性を証明した。（ア2） 

 研修はかなり実践的で、私たちが日常的に行う業務に沿った内容だった。（ア 2） 

 無収水削減、その重要性、分析・削減するための技術について広範な知識を得られる。(マ) 

 漏水を発生させないために最も重要な二つの点は材料の品質管理と人の認定制度の実施である。 

 品質管理を行うには、新設配水網、給水装置、維持管理の検査官や監督官に対して定期的指導を

行ない、SEDAPALが承認した材料が使われているか、材料が破損しないような適切な建設方法か

など現場で確認できるようにすることが必要。材料に問題が発見された場合はパレート図のベー

スとして統計に必ず記録し、事後保全活動（SAC）を申請するか、または企業の品質管理システム

の改善プロジェクトの資料として残す。事後保全活動（SAC）には、真因分析、事後保全（修理）

活動、事後保全活動の実施の確認、事後保全活動の有効性確認などが含まれる。こうした活動に

よって問題の再発を最小限に抑制できる。（ア1） 

 無収水の性質をよりよく知ることで、パイロット・セクター67 では経営陣、組織、計画、作業グ

ループのコミュニケーションに関してより良い決定がなされるようになり、それが成果につなが

った。（ア 1） 

 JICAの方法を利用して、物理的漏水と商務的漏水の削減に関して学んだ。（ア3） 

 音源探知と相関、夜間最低流量を使った漏水探知試験について技術的知識が強化された。(マ) 

 研修によってスルキージョ・パイロット・セクターの無収水が減少した。（ア2） 

 プロジェクト・セミナーでは、無収水削減を目的にした商務部門と運転（オペレーション）部門

による協働作業の必要性が明示的に示されていて、とても参考になった。（マ） 

 セクター内の夜間最低流量によって漏水の性質を把握するといった様々な技術の無収水削減方法

は、設定された目標を達成するためにとても効果的である。（マ） 

 音源探知、相関による漏水探知や夜間最低流量の研修に参加した。（ア1） 

 はい。物理的漏水の新たな評価方法（音源探知と相関による漏水探知、夜間最低流量の特定、多

点式相関）を習得したから。（ア1） 

 

                                                 
1 記述回答は、マネジメントチーム（マ）、アクションチームエリア 1（ア 1）、エリア 2（ア 2）、エリア 3（ア 3）とする。 

4=とても

そう思う 

94% 

3=そう思

う 

6% 

2=そう思

わない 

0% 

1=まった

くそう思

わない 

0% 
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2. 私は活動の継続のために十分な無収水削減の計画、管理、評価に係る能力を身につけた。（マネ

ジメントチームへの質問） 

 
 パイロット・セクターを実施することで無収水に関わる計画、管理、評価のための能力が向上し

た。(マ) 

 漏水削減の計画、管理に関する知識が強化された。現在は複数のセクターにおいて無収水削減計

画のガイドラインが存在し、プロジェクト目標を達成するために組織内で横断的に作業すること

が出来た。(マ) 

 無収水削減ワークショップで無収水削減のシミュレーション実習に参加した。その中で無収水の

場所の特定、修理、管理に関わる漏水指標やインフラ指数、調査（捜査）ファクター、水収支、

水利モデリングといった様々な技術が紹介され、無収水に関わる計画、管理、評価の自分の能力

が強化された。(マ) 

 

3. 私は活動の継続のために十分な無収水削減作業に係る能力を身につけた。（アクションチームへ

の質問） 

 
 指定された活動を実施したことで、ほかのサービスセンターや新しいセクターにおける技術指導

を任されるようになった。また2015年事業計画（Plan Operativo）に含まれる新しいセクターの活

動の共同責任者に任命された。（ア2） 

 無収水削減計画の実施はどの地区でも類似しているため、同じ管区の他のセクターに普及できる

ような知識と経験を獲得した。（ア2） 

 無収水削減の重要なポイントは材料の品質管理と熟練した労働力を持つことである。測定実施と

漏水削減活動に加えて、新設設備（設置作業、維持管理、商務）における問題を回避しなければ

ならない。そうしないと将来その場所で、無収水削減のための投資が必要になる可能性がある。

（ア1） 

 はい。運転面、商務面で実施すべき重要な活動を認識することができた。また活動全般について

知識が強化された。（ア1） 

 配水網を空にせずに漏水探知する方法と夜間最低流量による漏水探知方法を学んだ。（ア3） 

 無収水の重要な要素となる漏水の探知技術が使用されているため、日常業務という観点からも重

要である。（ア2） 

 サンパウロで30日間研修に参加し、無収水削減に関する十分な能力を獲得した。研修では漏水の

4=とても

そう思う 

50% 

3=そう思

う 

50% 

2=そう思

わない 

0% 

1=まった

くそう思

わない 

0% 

4=とても

そう思う 

93% 

3=そう思

う 

7% 

2=そう思

わない 

0% 

1=まった

くそう思

わない 

0% 
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性質の把握、削減技術などを学んだ。(マ) 

 目に見えない漏水を探知するための新たな方法と機材が使用された。（ア1） 

 活動は机上の作業（計画、結果分析）と実技（現場）の両方が行われた。（ア1） 

 

4. 私は活動の継続のために十分な給水装置設置に係る能力を身につけた。 

 
 研修は投入から実施まで実践的だった。活動で使われた研修マテリアルは内容が難しかった。（ア

2） 

 研修は実践的で、提供された材料を使って自分たちで試験を行ない、実施後評価した。（ア2） 

 理論と実践の研修を通じて私達の現実に適合するように技術や仕様を修正し、新たな技術と材料

の仕様を定めた。そのことが私の日常の活動に役立っている。(マ) 

 プロジェクトのグループで得た知識とブラジルでの研修によって、漏水の頻度と量という意味で

この点が大きな問題であることが理解出来た。設置システム、材料の保管、材料の品質確認、人

の認定が将来漏水を起こさないための鍵になる。（ア1） 

 はい。建設プロセス、設置作業における技術的仕様の遵守、作業に使用される材料が保証された

適切なものであるかどうかの確認作業について見直した。（ア1） 

 とても面白い内容で、給水装置に関する全ての研修にできれば参加したかったが、この分野で私

よりも優れた人材がいた。（ア3） 

 研修ビデオをみて、劣化や漏水が起こらない耐久性のある適切な材料や機材が使用されているこ

とがわかった。（ア2） 

 目に見えない漏水の大部分は給水装置から発生していることから、給水装置設置に使われる材料

や付属品の品質を監督し、設置する作業員の研修と認定が重要である。(マ) 

 

5. プロジェクトで作成された技術仕様書ガイドラインは使いやすいものである。 

 
 活動と具体的な成果が説明されていて使い易い。新しいリソースが求められるため、実施には困

難な点がある。（ア2） 

 プロジェクトが設定した仕様は容易に理解できる。しかし、研修を受けていない人にそれを普及

するにはある程度時間がかかる。（ア2） 

 確かに、マニュアルと技術仕様は日本人専門家の支援を受けて作成されたが、SEDAPALスタッフ

が私達の現実に合わせて開発したことにより、使い易いものになった。(マ) 

4=とても

そう思う 

69% 

3=そう

思う 

31% 

2=そう思

わない 

0% 

1=まった

くそう思

わない 

0% 

4=とても

そう思う 

75% 

3=そう

思う 

25% 

2=そう思

わない 

0% 

1=まった

くそう思

わない 

0% 
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 はい。詳細な指示と手順が書かれている。ISOシステムに統合されSEDAPALに提供される予定。 

(マ) 

 簡単に理解できる。仕様の適用は段階的に行ない、最終的に組織の全地域で普及・実施されるよ

うにする。（ア1） 

 エンジニアにとっては理解可能。しかし技術スタッフにとっては少し難しいだろう。（ア1） 

 はい。計画に基づいて順序を定めているので、無収水削減目標にある全ての目標を達成できた。

（ア3） 

 詳細な指示と手順が作成された。ISOシステムに統合され全ての職員に提供される予定。(マ) 

 プロジェクトで作成した仕様は理解できるが、請負業者を含めて全てのスタッフにこの仕様を充

分理解してもらうためには、実習が必要であろう。（ア2） 

 技術仕様ガイドラインは、参考文献や実践的なやり方が紹介されているため、使い易い。(マ) 

 使用する機材やその使い方も詳細に説明されているので、運転に関する指示や手順は使い易いと

思う。（ア1） 

 

6. 他のマネジメントチーム、アクションチームのメンバーは意欲的にプロジェクト活動に取り組ん

でいる。 

 
 計画された活動を遂行するための支援があった。（ア2） 

 常に他のアクションチームの支援があったことで、プロジェクトのパイロット活動で相乗効果が

生まれ、成果が得られた。（ア2） 

 はい、マネージングチームのメンバー間で作業の調整が行われた。 

 しかしながら、日常業務があるために、適宜調整を実施するうえで制約が存在する。(マ) 

 「写真撮影による監督要領」「施工者の技術力認定」などの仕様が作成された。加えて、研修で

習得した内容をSEDAPALのほかの地域にも普及させ、無収水削減に関与する人（アクター）を増

やす予定。（ア1） 

 パイロット・セクター18と67の成果を見れば、イエスだと思う。（ア1） 

 実施されたセクター18と67で習得した内容に基づいて、他チームのメンバーが情報や支援を提供

し、機材を貸与した。（ア3） 

 マネージングチームは他の業務が許す時間の範囲で参加した。より積極的で適宜参加するために

は、チームメンバーのうち少なくとも二人（一人は運転（オペレーション）、もうひとりは商務

担当）は、プロジェクト専属であることが望ましいだろう。(マ) 

 無収水削減の成果を実現するために、技術チームと漏水管理削減チームの支援があった。（ア2） 

 チームの他のメンバーはプロジェクトの活動に積極的に参加している。(マ) 

 運転（オペレーション）に関する活動はアクションチームが一緒に協力して実施した。（ア1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

4=とても

そう思う 

59% 

3=そう思

う 

41% 

2=そう思

わない 

0% 

1=まった

くそう思

わない 
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7. 本邦研修、第三国研修は私の無収水削減に係る能力向上に役立った。（該当者のみご回答くださ

い） 

 
 日本で実施されている活動を実際に見ることで研修の有効性と無収水削減に必要な活動について

認識を深める事ができた。（ア2） 

 能力強化に大いに役立った。インストラクターは無収水に関する知見を有し、この問題に関する

全ての経験を私達のために熱心に伝授してくれた。（ア2） 

 はい。研修で習得した知識を基に、新たな基準/技術を実施した。その有効性はパイロット・セク

ターの成果によって確認されている。(マ) 

 研修で提供された情報、研修テーマは教育的で、無収水削減に直接焦点を当てる内容だった。（ア

1） 

 そう思う。方法も適切で、現場での適用を考えた研修だった。理論的研修と現場での実習によっ

て良い成果が生まれる。（ア1） 

 目に見えない漏水探知と給水装置設置に関する技術面の知識が強化された。(マ) 

 研修参加者は他の職員に研修の経験を紹介した。これからもフィードバック・ミーティングでそ

うした活動が続けられる予定。（ア2） 

 SABESP の施設で行われたブラジル研修では、商務面と運転面で無収水削減方法を適用した場合

の成果が紹介され、学ぶ事が多かった。また補完的に現場での研修も行われた。(マ) 

 日本研修に参加することで、無収水削減には品質の良い材料の使用、適切な設置作業、新たな方

法や技術の実施が必要だと確認できた。（ア1） 

 

8. プロジェクトの投入（日本人専門家、機材、予算）は適切であった。 

 
 専門家の配置と分野は適切だった。（ア2） 

 専門家は無収水問題に特有の指標を使用するほか、SEDAPALでは全く、あるいはほとんど使われ

ない配水管単位延長当り/給水栓箇所当りの漏水量という二つの概念を使用している。（ア2） 

 専門家は彼らが持つ全ての知識を伝授してくれたので、適切であった。(マ) 

 期間は適切だった。決められた時間内で資料と情報が提供された。（ア1） 

 目に見えない漏水探知、夜間最低流量のような指標の設定、様々な直接的方法、セクターの漏水

探知などの方法の指導が行われとても適切だった。商務的観点からはメータの管理（寿命、破壊

対策、測定試験）が改善した。（ア1） 

4=とても

そう思う 

93% 

3=そう思

う 

7% 

2=そう思

わない 
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くそう思
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0% 
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 はい。無収水削減について企業が持っていなかった知識、方法が提供され、大きな支援となった。

他の地域の多様性と特徴に鑑みて、さらに3年間専門家による支援が受けられれば理想的であろう。

（ア3） 

 日本人専門家から常に高いレベルの指導を受けた。また供与機材も活動実施にとって適切だった。

(マ) 

 専門家は漏水の定量的数値として％だけではなく、延長と給水装置当たりの漏水量も使用する。

（ア2） 

 運転（オペレーション）活動は常にコンサルタントのサポート、技術支援、指導をうけながら実

施された。（ア1） 

 コンサルタントは運転活動、異なる方法や供与機材の利用について高度な知見と経験をもってお

り、そうした知見に基づいて常に技術的支援を提供してくれた。（ア1） 

 

9. プロジェクト効果の波及により、全国の無収水削減目標の達成が可能となる。 

 
 SEDAPALはリマとカヤオを給水範囲とする企業である。他の県の上水サービス公社の協力が必要

である。（ア2） 

 SEDAPALはリマとカヤオを給水範囲とする企業である。他の上水・衛生公社（EPS）との協力枠

組みを作り、彼らを指導するインストラクターグループを結成する必要がある。（ア2） 

 SEDAPALは他のセクターを対象に、新たな基準に基づく無収水削減のための計画づくりを進めて

きた。SEDAPALのノウハウとプロジェクトの研修によって得られた知識は確実に、国内の他の上

水・衛生公社（EPS）の技術者にとって大きな助けとなる。プロジェクトの進捗を普及し、かつ上

水・衛生公社（EPS）の経営陣の強い関与があれば、無収水削減計画を作る事が出来るだろう。（ア

1） 

 全国的には可能だと思わないが、リマ市の場合7つのサービスセンターのうち3つのセンターがリ

マを分割して担当しているため、一部では可能だと思う。（ア1） 

 そう思う。この能力強化プロジェクトに基づき、SEDAPALスタッフは日本人専門家から指導され

た経験を適用し、それを普及している。また2015年は無収水削減を目標に掲げている。一方、ペ

ルーの全ての上水・衛生公社（EPS）を対象に全国的に研修をすることも可能であろう。（ア3） 

 2つのパイロット・セクターで得られた成果によって無収水削減は達成可能であることが証明され

た。従って、プロジェクトを普及することが望ましい。(マ) 

 上水・衛生公社（EPS）がこの目標を掲げた場合は、目標達成にはSEDAPALと同様に能力強化が

求められるだろう。（ア2） 

 国内の他の都市では無収水が45%以上であることから、プロジェクトのプラスの成果が市の衛生企

業に相乗効果をもたらすだろう。(マ) 

 パイロット・セクターの実習で見たように、無収水は削減できる。（ア1） 

 このプロジェクトの普及が漏水の削減につながると思うが、組織としての取り組みとスタッフの

関与が必要になる。（ア1） 

 

 

 

 

4=とても

そう思う 
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C．コメント、提言 

 能力強化を通じてSEDAPALでは、パイロット・セクター開始後の最初の数カ月で無収水削減を達

成している。 

 作業グループは得られた成果を自分達の成果と感じている。 

 無収水削減に関わる能力強化研修を受けていない残りの4つの地域を対象に、能力強化のための支

援の延長をJICAに要請し、その可能性を探りたい。(マ) 

 無収水削減で得られた成果を考慮し、プロジェクトの継続が望まれる。品質管理については、材

料の成分に 

 特化した内容でも良いだろう。例えば、ポリエチレン樹脂のタイプ、配水網や給水装置の材料と

水質の関係の最新調査、各フェーズの延性のある鉄の結節点のレベル、エレクトロフュージョン

とサーモフュージョンのフィッティング、材料に応じてパフォーマンスのいい継手のタイプの勧

告など。（ア1） 

 リマの7つあるサービスセンターの中で３つのセンターしか対象にならなかったため、プロジェク

トの拡張を勧める。同様に、これまでの進展が後退しないように、日本人専門家をもう少し延長

して成果を強固にするステージに入るべきだと思う。（ア1） 

 プロジェクトを実施したパイロット・セクターとは特徴が異なるセクターや地区が存在すること

から、日本人専門家による支援を数年延長するよう要請する。例えば、工業地帯では漏水と消費

を見極めるのが難しい。この地区は地下水レベルが高く、C.S.Callaoの場合のように漏水を区別す

るのが難しく、丘陵にも人が住んでいる。（ア3） 

 SEDAPALは2015年に7つある全てのセンター（１サービスセンターにつき１セクター）に学んだ

方法を普及する計画である。具体的にはコマス、カヤオ、サン・フアン・デ・ルリガンチョ、ビ

ジャ・エル・サルバドルのサービスセンターを対象とする。これは全く新しい経験であることか

ら、このプロジェクトを延長し、特に、これらセンターの中でセクターに関与するチームへの技

術支援と、プロジェクトで実施した2つのセクターの成果を維持するための技術支援が望まれる。

(マ) 

 パイロット・セクターに参加しなかった他のサービスセンターにプロジェクトを普及するよう勧

告する。（ア1） 

 実施された2つのパイロット・セクターの成果を強化し、2015年SEDAPALが普及を計画している7

つのセクターの活動を支援するために、このプロジェクトの拡張が必要だと考える。（ア1） 
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添付資料 11：インタビュー議事録 

 

インタビュー議事録 

No．1 

面談・視察日時 2014年12月24日(水) 10時00分～11時00分 

訪問先 横浜ウォーター 

面談者 先方：高嶋専門家 

当方：伊藤 

プロジェクトにおける専門家の役割 

 厚労省からの直営短期専門家として派遣された。日本の無収水対策に係る経験を基に日本側コンサル

タント及びペルーカウンターパート双方に対するアドバイスを総論的に実施した。 

 日本は無収水に関して、有効水量（目的に沿って使われたもの）、無効水量という区分を用いている。

ペルーの無収水は日本の有効無収水量（消火用水等）＋無効水量（漏水等）をする。このように無収

水の要因を細かく分析することが必要となることを紹介した。 

 工事業者による漏水工事において、漏水が再発しないように施工管理を行うことを中、南部SEDAPAL

に対し指導した。具体的には、黒板を用いた現場写真の撮影、施工管理の方法等を指導した。実際の

活用はコンサルタントチームにより実施されていることと想定される。 

 無収水削減、浄水処理、下水に関するセミナーはカウンターパート以外にもSEDAPALの一般の職員

等も対象とした。また住宅建設衛生省（MVCS）、SUNASSに対しての研修も合わせて実施した。 

プロジェクトの成果、インパクト（政策、SEDAPALの財務向上へのインパクト） 

 SEDAPALは多忙な組織であり、1日約1,000件の工事発注を実施しており、プロジェクトで集まる時

間をとることが困難であったが、プロジェクトの実施を通して、マネジメントチームを中心とした上

層部の無収水対策に関する意識が高まった。 

 漏水対策を実施したことが最も無収水低減に寄与している。無収水の約8割が漏水、2割がメータ関係

であった。 

 エリア1では、1年間で13％無収水を削減したが、必要なデータが入手できずに対策に時間がかかった。

本来、水を使用しない夜間の水圧は減らすが、SEDAPALが報告なく圧力を上げてしまっており、漏

水が増えてしまった時期があったことが目標達成の遅れの原因。圧力を上げた理由はわかっていな

い。 

 費用対便益分析の結果、約500万円程度の財務的メリットが確認された。この結果により、上層部は

意欲を持って取り組みを開始している。SEDAPALは比較的、予算を有しており、自分たちでの取り

組みへの予算措置を行っている。 

 自分たちで選定した7カ所のサイトでの業務は、経常業務として実施することが表明されており、こ

れらのパイロットサイトに対して特別な予算措置等は行われない。この点はJICA側の考えとは異なる

点である。北部の2サイトが既に決定されており、また対象となる7サイトに対して、プロジェクトの

経験が共有された。 
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マネジメントチーム、アクションチームの選定方法、能力の向上、定着の可能性 

 マネジメントチームのVilla Garcia委員長は、SEDAPALの企業目標の責任者でもあり、プロジェクト

チームの責任者でもあることから適任である。当初やる気が低いと感じたが、本邦研修への参加等に

よりやる気が高まっている。プロジェクト側とのコミュニケーションも向上した。 

 当初プロジェクトディレクターであった商務局長が辞任したことによる困難があったが、中部支局の

支局長であり、プロジェクトの内容を把握していたVilla Garcia局長が同ポストに就いたため影響は少

なかった。 

 プロジェクトはカウンターパートに主体的に実施させ、自分たちでは入っていかない技術移転により、

相手側のやる気をうまく引き出しているのではないか。 

 エリア2においては、カウンターパートの上層部が自ら対策を実施することが可能となっている。一

方で無収水の工事は別の部署で実施するので、部署間の連携を保つ必要がある。 

対象サイトの選定について 

 SEDAPALによる対象サイトの選定は、対策の効率性にかんがみて、漏水率が高く、メータ設置率が

高く、また、メータ設置数が少ない地域を選定した。 

円借款、他ドナーとの連携について 

 円借款、他ドナーのプロジェクトと連携は確認していない。北部では円借款により、配管が整備され

たので、本プロジェクトの技術を用いて漏水を防止していくことが望まれる。 

機材活用状況 

 供与された車両、漏水探知機は効果的に活用されている。 

その他、提言等 

 今後は、システムの構築として、規定、検査体制の整備が求められる。 

 ペルーはメータ設置率が高いことが、無収水を減少する上での利点である。メータのデータ分析によ

り無収水を管理することで更なる削減が見込まれる。メータの分析による無収水を管理する技術があ

るようであるが、活用されていない。 

 今後は技術移転の内容のフォローアップ、漏水対策の強化、施工管理の強化、部署間の連携強化が必

要となる。 

 工事施工についてのフローチャートを作成し、工事発注の仕様書案の提示をした。今後はこれらの文

書をマニュアルに取りまとめ、工事業業者に対する支援を実施する必要がある。 

 大口顧客に対する調査が実施され、メータが小さすぎて正確な計量ができていないことが判明し、対

策が実施された。このような大口顧客はショッピングモール等を対象に実施されたが、今後は省庁、

大学に対しても実施することが必要となる。 

 ペルーは水の価格が他国と比較しても安価である。財務の健全性を考えるともう少し料金を値上げし

てもよいのではないか。 
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No．2 

面談・視察日時 2014年12月25日(木) 13時00分～14時30分 

訪問先 協和コンサルタンツ 

面談者 先方：井川総括、大谷副総括、齋藤専門家 

当方：伊藤 

プロジェクトの進捗 

 プロジェクトの進捗としては、計画通りとなっている。2014年9月までにエリア1、2の活動は終了し

ており、完了報告書も提出された。新たに設定したエリア3についても既に7月から活動を実施してお

り、2015年6月には完了する予定であるが、SEDAPAL独自の活動への側面支援であるため、プロジェ

クト評価（費用対効果分析、終了報告）まで実施することは計画していない。 

 12月17日、18日にエリア2の成果についてのワークショップが実施され、他の対象センター5カ所に対

して経験が共有された。今後の普及には、上層部への意識付けが大事になる。ワークショップには、

総局長、局長、住宅建設衛生省、国際協力省等が出席し無収水対策の重要性が再認識された。 

プロジェクト目標の達成状況 

 無収水削減対策が各サービスセンターの年次計画に取り入れられる予定である。各センターでは、通

常の活動以外に、JICAセクタープロジェクトという名称を用いて、事業実施計画を策定することにつ

いて、9月末にSEDAPAL より通達（9月29日の総局長通達）が発行され総括責任者が決定された。11

月には年次事業実施計画作成のためのガイダンスが7つの各サービスセンターにおいて実施された。3

月までに各センターが年次事業計画を策定し、総局長により承認されることが計画されている。実際

の事業実施計画がどのようなものになるのかはまだ見えていない。 

成果の達成状況 

 エリア2においても、無収水削減目標である20％は達成した、また費用対便益分析（B/C）は1.6程度

であり、プロジェクトの効果が確認された。 

 セミナーはマネジメントチーム、アクションチームがそれぞれ独自に開催している。セミナー参加者

から評価も高い。 

 完了報告書、費用対効果分析はエリア1で実施された経験を基にエリア2でも実施されている。エリア

1でまとめたものを参照して、エリア2での結果が取りまとめられた。 

 給水装置に係る技術仕様書ガイドラインは10月に第三国研修として訪問したブラジルでの研修結果

を含めて作成中である。一方で技術基準等を作成して標準化しても現場におけるガイドラインの活用

には時間がかかることが想定される。 

プロジェクトの阻害要因 

 無収水対策の専門部署がない、担当となるOM部署、商務部署が縦割り関係にあり、普段接触してい

ない。プロジェクトではマネジメントチーム、アクションチームを作って体制整備を行った結果、プ

ロジェクト関係部署についてはその意識改善が見られたが、無収水削減を総括的に行うためには現時

点でも従来の縦割り体制が影響している。 

 プロジェクトメンバーは本来業務を兼務しており、プロジェクトの活動により本来業務がおろそかに

なると評価が下がることから、カウンターパート側としても活動しづらい点があった。チームの中に
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は常には活動できない職員もいた。 

 カウンターパートがプロジェクト活動に参加することにつき所属チーム長の許可が必要であり、場合

によっては通常業務優先のためプロジェクトの活動に参加できない場合もあった。 

 エリア1、エリア2においては、無収水削減に係る活動を自ら実施することができるようになったが、

他のセンターに広げるためには、ここで養成された人材が活用できる実施体制を整備する必要がある。 

 2012年に組織された無収水削減委員会については、Mr. Villa Garsiaが委員会長として運営しているが、

実際の活動は定期的に会議を実施するなどあまり活発でない。前回開催された委員会に参加したが、

減圧弁の業者の売り込みが行われていた。一方で委員会には各部署の局長が参加しているので組織横

断的に情報共有化、意思決定のために同委員会を活性化することが活動の継続等に必要と考える。 

プロジェクトの促進要因 

 プロジェクト実施前は、SEDAPAL 内でも他部署との交流が少なく、責任のなすりあいであったが、

本プロジェクトにおいて交流ができるようになったことにより、活動が比較的スムーズに実施できる

ようになった。 

外部条件であるメンバーの異動、離職 

 マネジメントチーム委員長であった商務部の局長が辞任し、新たに中部支局長のMr. Villa Garsiaが委

員長に就任したことにより、以前よりもプロジェクトとのコミュニケーションは改善した。 

プロジェクトの実施体制 

 業務委託と直営の専門家といった体制については、直営専門家からアドバイスをもらう等の連携が見

られた。派遣期間が短い中でも貴重なアドバイスをもらえた。一方で直営専門家の派遣時期が短期で

あることから、プロジェクトへの理解には限界がある面もある。 

本邦研修、第三国研修 

 本邦研修は高い効果が確認された。また、帰国後、ワークショップの際に本邦研修の内容を発表する

といった知識の共有も実施された。ブラジルで実施された第三国研修も、他の南米諸国との意見交換、

ブラジルにおけるJICAの類似プロジェクトといった、ペルーと近いレベルの事例を視察することによ

り高い効果を得た。この成果は給水装置ガイドラインの作成にも反映される予定である。 

調達機材 

 プロジェクトによる調達機材は主に研修で活用している。漏水管理削減チームが管理しており維持管

理も問題ない。夜間最少流量測定用に調達された流量計等の計測機器はカウンターパートにより装置

として組み立てられ、その際に装置組み立て用のマニュアルも作成された。 

今後の普及について 

 無収水削減作業は標準化を目指して、ISOシステムに載せていくことが検討されている。 

 実際の全国への普及計画については、政府への聞き取りにより確認してほしい。 

PDMの用語について 

 PDMの用語は下記の通り、プロジェクトメンバーで共有されている。 

 各サービスセンターの年次業務実施計画：各センターが作成する年次業務実施計画（Annual 

Implementation Plan） 
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 SEDAPALの年次業務実施計画：SEDAPALの企業目標である年次事業計画（Plan Operativo: PO） 

 マネジメントチームによる評価報告書：エリア1、2の完了報告書に対して、その評価結果をマネジメ

ントチームが作成する予定 

 無収水削減作業計画：各センターが作成する年次事業計画の詳細計画として作成予定 

 無収水削減に係る調査計画：上記の無収水削減作業計画の一部として作成予定（漏水の箇所の特定の

ための調査計画） 
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No．3 

面談・視察日時 2015年1月12日(月) 11時00分～11時50分 

訪問先 住宅建設衛生省（MVCS） 

面談者 先方：Ms. Gloria Mundines Matute計画予算室国際協力課長、 

 Ms. Brenda Julca Martíne計画予算室国際協力課国際協力専門家 

当方：赤嶺所員、島袋所員、伊藤、大滝通訳 

調査団からの終了時調査の方法、スケジュールの説明、合同調査員の選出依頼 

 エリア3を除外したことに関して、R/Dの承認が下りていないが、評価はR/D承認前、承認後どちらの

PDMに沿って実施されるのか。一方でR/Dの承認は調査団がいる間にでも実施したい。（MVCS） 

→エリア3を除外することは昨年9月のJCCにて関係者間で同意されている。本終了時評価ではエリア

3の除外を前提に評価を行う。（伊藤） 

 エリア3に替わって、SEDAPALが主体的に実施しているセクター4について、日本人専門家チームに

よる継続的な支援が必要となるが、今回の評価結果によってプロジェクトが延長される可能性はある

のか。（MVCS） 

国家衛生計画との整合性 

 国家衛生計画2009-2015年の以降の計画は策定中である。一方で2015年以降の投資計画に無収水削減

が目標として記載されており、共有可能であるため後日送付する。（MVCS） 

今後の普及計画 

 住宅建設衛生省としてJICA、SEDAPALによる本プロジェクトを高く評価している。この取り組みを

継続的なものとするため、リマ以外にも普及していきたいと考えている。具体的には他の地域の水道

公社（EPS）の能力向上のために、MVCSによる国立研修センターで実施している集中講義などにプ

ロジェクトの内容を含めることは可能である。実際にGIZは同センターを用いて水分野の研修を実施

している。また本プロジェクトでも高嶋専門家による日本の水道行政に係る研修を実施した実績があ

る。 

 他の地域への普及に関して、エリア1においてスケジュール内に終えることができなかった理由に関

して、教訓として取りまとめ、他地域の普及を効率的に進めることに活用することが必要である。 
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No．4 

面談・視察日時 2015年1月12日(月) 15時00分～17時00分 

訪問先 SEDAPAL 

面談者 先方：Mr. Alberto Villa Garcia Ortiz中部支局長、無収水削減管理委員会委員

長、Mr. Jose Nieto Ronceros開発調査局調査規格化計画チーム 

当方：伊藤、大滝通訳 

エリア3に関するPD変更 

 PDMの変更に関して、必要書類はMVCSに全て提出し、回答待ちの状態。 

アクションチームのコーディネーションを担当しているMr. Jose Nietoより、プロジェクトの成果について

の説明 

 SEDAPALは全国の42％の給水弁をカバーしており、プロジェクトによる効果は高い。 

 SEDAPAL側で考えるプロジェクトの効果は、①日本人専門家、本邦、第三国研修によるスタッフの

能力強化が進んだ、②移動ラボなどの機材整備が実現した、③マネジメントチーム、アクションチー

ムといった部署横断的な組織化を可能としたことである。 

プロジェクト目標の達成状況 

 無収水削減は中期企業目標：5年計画に記載されており、それに沿って毎年作成されている年次事業

計画の第1レベルの目標に入っている。第2レベルとして、漏水量の削減、徴収率の増加の2つが目標

に掲げられており、それぞれOMチーム長、商務チーム長が担当していたが、2015年より無収水削減

として、①物理的損失の削減、②商務的損失の削減、③認定非請求水量の確認の3項目とした。特別

業務はJICA技プロ成果作業の継続として、④無収水削減セクタープロジェクト（7サービスセンター

において１セクター選定）という4項目が目標とされ、SEDAPAL内で承認された。 

 7つのサービスセンターの各1セクターを選出して支援を実施することを決めた。技術指導はエリア1、

2のアクションチームのメンバーが他のセンターに対して指導を実施することを想定している。 

パイロットエリア内の他のセクターへの普及の状況 

 既にパイロットを実施したサービスセンターでは、既に人材が養成されており、パイロット・セクタ

ー以外、他のセクターに普及することは可能な状態である。したがってSEDAPALとしては、まだス

タッフが研修を受講していない他のサービスセンターのパイロットセンターへの支援を通して、セン

ターの人材養成を図ることにより普及の効率性を図っている。 

プロジェクトの効果・インパクト 

 18、67セクターには、定量的にプラスのインパクトが確認された、他方スタッフの能力向上といった

定量化できない効果があった。特に無収水削減活動の計画、分析の能力を身につけた。また縦割りの

部署に当事者としての意識改革ができたことも効果の一つである。 

プロジェクトの普及 

 プロジェクトの成果の普及に関して、重要となる成果品は、センター内のドキュメントよりも、プロ

ジェクトの無収水削減マニュアルがSEDAPALのISO Systemに統合されることであると考える。また、

材料の品質、給水装置、据え付け業者の研修に関する仕様書作成ガイドラインが承認されれば、それ

の使用は各サービスセンターの義務となり、プロジェクトでの作業が徹底される。それぞれのガイド
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ラインの承認予定（日程）は近日確定して、調査団に伝える。 

センターレベルでの事業実施計画への反映 

 各センターレベルでパイロット事業を実施することを盛り込んだ事業実施計画は現在作成中である。

パイロット・セクターはJICAの手法が活用可能なセクターから選定した。JICAプロジェクトの成果

を活用できる条件として、メータが設置されており、検針率が高いことがあげられる。 

 この前提条件により、無収水削減は大規模な投資を必要とせずに実施が可能となる。 

 従って、2015年に関しては、エリア1、2の実績を参考にして、各サービスセンターの経常予算を用い

て実施することが可能となる。 

 サービスセンターに割り当てられる予算は局ごとにOM、商務チームとして割り当てられため、無収

水削減としての予算措置とはできない。一方で今まで別々の活動としていたが、プロジェクトの経験

を生かして、無収水削減活動としてそれぞれの部署の活動を調整して、効率的に予算執行をすること

できるようになったことが、プロジェクトから得た成果である。エリア1、2における活動は経常予算

により実施した。この経験を生かして、他のセクターも2015年に昨年12月に承認された経常予算で実

施する。 

全体へのインパクト 

 プロジェクトにより2つのセクターで活動を実施し、現在1セクターへの支援を実施中である。今後7

つのセクターで支援が実施されると、計10セクターとなる。一方でSEDAPALは、計500セクターを有

しており、2016年以降は各サービスセンター当たり、2～3セクターを対象としたいと考えているが、

メータが設置されていない地域も多く、それらの地域への支援は新たな予算措置が必要となる。 

 現時点で、国レベルの公共投資による予算措置を必要としないでもプロジェクトの成果を活用できる

セクターは500セクター中、140程度である。例えばJICAの円借款プロジェクトで支援しているリマ北

部のセンターで施設整備が進むことにより、プロジェクトの手法が活用可能となる。 

他の地域の水道公社への普及 

 研修コースを組織することにより、他地域の水道公社に対する研修は可能である。 

阻害要因 

 18セクターに時間がかかった理由としては、日本とペルーの文化的な相違、チームとしてまとまるま

でに時間がかかった。また、日本人専門家はSEDAPALが実施していた既存の無収水削減活動の方法

を確認して、それに合う方法を技術移転したことで、前段階に時間がかかったが、必要なプロセスだ

った。 

 また、無収水削減活動として、新たな工事が発生したが、エリア1の下請け業者の契約更新時期に重

なり、新たな業者が選定されてしまったことにより、工事に遅れが生じた。 

 無収水削減にはOM、商務チームといった異なる部署が合同で活動を実施する必要があるが、それぞ

れの部署が本来業務でないと感じていた中で、この意識改革に時間を要した。しかし、パイロットを

通して、無収水削減がサービスセンターの具体的な目標に入ったことにより、センターとして評価さ

れる共通の目標として、異なる部署が協力して実施することが可能となったことは成果である。 

 部署横断的な組織である無収水削減委員会を活用することができる。委員会の決定は、各サービスセ
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ンターへ通達される。 

今後の要望 

 日本人専門家より、活動計画策定、データ分析、問題特定に関する技術移転を受けた。しかし無収水

削減の問題特定の分析に関しては、スタッフの能力は十分とはいえず、今後も技術移転を継続してほ

しい。 

上位目標の設定 

 最適マスタープランにおいて、2015年～2019年の達成目標として、SEDAPALの2018年の無収水削減

の目標は27.5％と設定されている。エリア1，2の実績として、約3割の無収水率を削減することがで

きたが、他の地域特性、インフラ整備状況により、削減率は変動するため、活動の継続による指標の

推定は難しい。また全てのセクターを対象にすることは天文学的な投資が必要となる。 

 一方で本プロジェクトの対象は2セクターと少ないが、セクターの数を増やすことが目的でなく、将

来、普及を担う人材を養成することが目的であるため、技術者の能力が向上したかといった点を評価

する必要がある。 
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No．5 

面談・視察日時 2015年1月13日(水) 9時00分～11時10分 

訪問先 SEDAPALブレーニャ事務所 

面談者 先方：アクションチームメンバー他（7名） 

当方：伊藤、大滝通訳 

セクター11での無収水削減へのセクター18の経験の活用 

 本サービスセンターは、計32セクターを有している。 

 今年から活動を開始するセクター11は、商業の盛んな地区である。ショッピングセンター、工業地帯

であり、ラマールという地区は商業地区である。5,000の零細企業があり、多くが服飾関係である。

セクター11の選定理由は、商業地区であるため人の出入りが激しい、検針結果と請求の整合性を確認

して無収水削減を推進したいという意図がある。また、メータの設置に反対意見が少ない地域でもあ

る。 

 セクター18の教訓としては、運転、商務部門を含め、全ての部門が一体になって無収水削減を実施し

ていくことが重要であるといった経験を生かしていきたい。また、セクター18は、運転チーム、商務

チームの役割がわからずに削減に時間がかかったが、役割が明確になった現在実施されている11セク

ターは時間の短縮が可能である。 

今後の他のセクターへの普及 

 本プロジェクトでは無収水削減の方法論を学んだ、チームとしてその手順を無収水削減マニュアルと

して取りまとめた。マニュアルはエリア1、2の経験を基に作成された。将来はISOに統合され、

SEDAPAL全体で運用する。 

 無収水削減はセンターとしてプロジェクトの前にも実施していたが、方法に違いがあった。夜間最少

流量を用いること、消費量にあったメータを設置することで無収水を削減できた。プロジェクトによ

りメータの適切な選定を標準化した。また、材料の品質に関して、PPCから青色ポリエチレンを用い

ることが標準化できた。 

 今年もパイロット地区への支援を行うが、セクター18では無収水が低下したが、継続的な活動が必要

となる。パイロット地域では無収水が25％まで下がったがそれ以上の低下は見られない。これ以上下

げるには、日本政府が実施している支援のように。ペルーで50年前に設置された配水網の更新が必要。 

 100万個のメータの交換が目標とされている。2015年からは25万メーター（3年間）を目標に実施する。 

 プロジェクトの活動は業者に委託している。アクションチームは、委託業者が実施する無収水削減の

検証を行う。業者への委託内容は優先順位を付けて依頼される。業者との契約は3年間であり、パイ

ロット地域の活動もこの業者への支払いの範囲内で実施される。業務量が増えすぎる場合は、追加の

支払いを実施するが、通常は契約金額内に収まる。 

 サービスセンターの活動は優先順位を付けて実施される。経常予算の増額による複数のセクターを対

象とすることは難しい。 

事業実施計画の策定状況 

 セクターでは年次事業実施計画（Plan of Operation）を策定する。パイロットでの活動は年次事業計画

の無収水削減の項目として記載されている。年次事業計画から更に詳細な活動計画を作成する。また、
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パイロット事業は経常予算で実施されるが、収入に応じて経常予算を申請することができる。一方で

無収水削減が、必ずしも収入の増加につながるとは限らないので予算の請求は難しい。無収水削減が

物理的もしくは、商務的ロスによるものなのか正確に判断する必要がある。 

他のセンターへの支援 

他のセンターへの支援活動を既に実施している。これに対して、中央からの支援はない、自分たちで

支援する時間が足りないので、できれば日本人専門家による支援の継続が求められる。 

完了報告の作成状況 

 セクター18の終了と共にアクションチームとして完了報告書を作成し、SEDAPALに提出した。ミー

ティングにより、SEDAPALからの意見を聞いている。この完了報告を基に無収水削減マニュアルが

作成された。 

技術仕様書ガイドラインの活用状況 

 先ほど言っていたように配水管をPPCからポリエチレンに変更するなど、技術仕様ガイドラインの

「材料の質」に記載された項目を順守している。また、ガイドラインの内容も最終的にはISOシステ

ムに統合される。 

機材の活用状況 

 センターとして機材供与は受けなかったが、給水栓設置の研修の際に供与された材料は残っている。 

プロジェクトの阻害要因 

 最終報告書には夜間最少流量の使い方について、さらに専門家からの指導が必要である。 

 日本とペルーの現状との差異について、事前に摺合せを行う必要があった。例えば日本では事後保全

で部品を変えればそれで機能するが、ペルーでは継続的に管理しないと、すぐに前の状況に戻ってし

まう。また、SUNASSの基準を適応しているが、日本で学んだことがそのまま活用できないケースな

どもあった。 
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No．6 

面談・視察日時 2015年1月14日(木) 9時00分～11時00分 

訪問先 SEDAPAL スルキージョ事務所 

面談者 先方：アクションチームメンバー他（7名） 

当方：伊藤、大滝通訳 

プロジェクトの効果・インパクト 

 プロジェクト以前から無収水削減の活動は実施されていたが、専門家による調査方法についての技術

移転に特に関心が強かった。プロジェクト以前はセクター化自体も良くわからなかった。セクター化

の仕方、夜間最少流量の測定の方法を学んだことも有効であった。 

 技術移転として、1次配管に係る流量測定について学んだ。また、夜間最少流量の測定方法を学ぶこ

とは有意義であった。以前は測定時に供給をストップさせていたが、ゾーンを分けて測定できる方法、

多点相関での測定により、顧客に迷惑をかけなくとも測定が可能となった。 

 センターが実施する業務は2つのグループに分けられる。①配水、漏水探知、データ管理、メータの

特定及び②修理、メータの設置工事等である。①に関してはSEDAPALが直接実施する。②は業者に

委託して実施する。高橋専門家と一緒に漏水探知方法、データ分析、メータの選定といったSEDAPAL

が直接かかわる作業について技術移転を受けた。 

パイロットのセクター67の経験、今後のセクター65への反映 

 セクター67はブレーニャの経験を基にして、実施期間の短縮が可能となった。短期間で無収水率を

25％から17.6％まで下げることができた。67セクターは、エリア1と異なり、もともと低い無収水率

がさらに下げられるのかが関心事項であった。ここでの経験は、特に無収水率が他の低い地域で適応

可能である。 

 エリア1の経験を活用することで異部署間の連携が構築された。特別顧客チーム（1,000m
3以上）と商

務部（1,000m
3以下）とのチームワークを構築することによりデータの共有・分析が容易になった。

ポイントは一つのセクターに絞って、同じ削減目標に向かって協力すること。 

サービスセンター内の他のセクターへの普及 

 同センターでは今年65と60の2セクターでの活動を実施することを計画している。削減目標は今年の

12月までに15％としている。普及に関しては、セクターによって条件が異なることに留意が必要であ

る。65は住宅地区、消費傾向も一緒である。一方で60の場合は配管の老朽化状況が異なる、メータの

数が異なる。 

他のセクターでの活動の実施予算 

 セクター67での費用対便益の分析により、B/Cは5年間で2.8であり、130万ソルの収益が上がることが

分かった。この費用対便益による収入予想は、予算交渉の材料として用いることができる。SEDAPAL

からセンターへの予算は増加傾向にあったが、今年のみ経営陣の交代により、予算額は前年度と同じ

レベルであった。 

 プロジェクトによりセクター67の無収水削減に必要となった予算は13万ソルであった。センターの経

常予算は1,000～1,200万ソル/年であるので、予算規模からも増額の必要はない。仮に追加予算措置が

必要であれば、費用対便益の分析結果を用いて、正当な理由を提示して交渉する。 
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他のサービスセンターへの支援 

 センター内の67を維持しつつ、2つのセクターでの無収水削減を実施しつつ、他のサービスセンター

であるサンファン・デ・ルリガンチョへの2つのセクターを支援する計画である。これには困難が想

定され、また、支援対象のサンファン・デ・ルリガンチョは、リマ周辺部に位置し、多様な文化を持

つ民族が流入している地域であり、地形、配水方法もこことは状況が異なる。専門家と相談しつつ、

その地域にあった追加的な技術支援が必要となる。 

 現在アテ・ビタルテのセクター4への支援として、水圧計の設置方法、漏水探知の方法等の技術指導

を実施している。指導の中心は日本人専門家であるが、パイロットとしての経験を基にして、補完的

に指導している。専門家からは、セクター4に関しては、アクションチームが中心となり指導するこ

とを依頼されている。 

普及に向けたマネジメントチーム、SEDAPAL本部から期待する支援 

 普及に向けては、本部のロジと経済的な支援が必要。商務チームが有しているデータを使用できるよ

うにしてほしい。特に特別顧客に関するものはデータの入手が困難である。また、修理に関する業者

契約を迅速に対応してほしい。 

 JICAの研修で学んだことを生かすためには、接続ボックスの位置をGPSを用いた位置情報としてデー

タ化する。また必要となる機材供与といった周辺環境の整備を推進してほしい。 

完了報告の作成状況 

 セクター67に関しては、作成して既に提出済みである。 

マネジメントチームとの関係（コミュニケーション） 

 マネジメントチームとの関係はよい、活動の管理能力も十分であったが、人事異動により入れ替わり

があった。しかしチーム長以上の人事異動は頻繁に起こるので仕方ない。 

コメント、その他 

 プロジェクト計画段階で組織をチームとしてどのように一本化できるのか十分に確認する必要があ

る。一つの部門が、無収水削減を一元管理しているわけではないので、組織作り、意識改革が難しい

点であった。例えば、アテ・ビタルテでは配水網を一元的に分析する部署が新たに設置された。トッ

プの意識により適切な組織づくりは可能である。 

 マニュアルの作成等により作業工程を標準化する必要があるが、関係者にはマニュアルを作ったこと

が無い人物も多いので、その分野の技術移転が必要。 
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No．7 

面談・視察日時 2015年1月16日(金) 9時00分～12時00分 

訪問先 SEDAPAL 

面談者 先方：マネージメントチームメンバー（6名） 

当方：伊藤、大滝通訳 

普及に向けたアクションチームの能力 

 データ分析、計画策定能力は更なる能力強化が必要である。技術力はあるが、Instructorではないので、

教え方について技術移転が必要である。 

 プロジェクトの延長が可能であれば、エリア1、2と地理的条件、配水システム、顧客層が異なる7セ

クターでの日本人専門家の支援が必要。 

プロジェクト終了後のマネジメントチームの役割 

 マネジメントチームはプロジェクトの終了と同時に解体する。チームメンバーのほとんどが

SEDAPALの中の無収水削減委員会のメンバーであり、また各サービスセンター長が参加する。また、

委員会は総局長が持つ権限を代理することから、同委員会が普及の中心的な組織となる。 

 マネジメントチームの役割は、無収水削減活動を、今年の年次事業計画に反映させ、日常業務化し目

標を設定したように、制度面での支援を行う。また、モニタリング、活動のための環境整備（技術、

人事、予算の問題解決）を実施する。 

エリア1、2からの完了報告に対する評価報告書の作成 

 評価報告書は既に作成して、総局長に提出している。アクションチームからの完了報告書の質にも満

足している。 

SEDAPALとしての長期普及計画 

 2015年に実施予定の7センターのパイロット事業の成果を確認した上で、今後の長期計画を決める必

要がある。長期計画を立てるには、全セクターの7割を占めるセクター化されていない地域のセクタ

ー化を実施する必要があり、そのための投資が伴う。そのためには開発調査局のマスタープランに入

れ、セクター化工事を予算化する必要がある。 

 エリア3のセクター4でのパイロット事業は、日本で研修を受けた2名とブラジルでの研修参加者1名を

任命し、技術移転を実施している。 

 SEDAPALの最適化マスタープランには無収水削減目標の設定がある。前回のマスタープランは2015

年までの目標値が設定されていた。今回2019年までの目標値を設定して、SUNASSに提出し、承認を

待っている。 

 最適マスタープランは2040年までの長期計画であるが、その一部をマスタープラン（5年計画）と呼

んでいる。2015年までのSUNASSと同意した無収水削減目標は達成した。無収水率、検針率は達成し

たが、財務、給水カバー率については未達であった。この状況を受けて、SUNASSとの合意である水

道料金の引き上げが可能か否かはまだ判断されていない。 

7センターへの普及計画の有無 

 無収水削減活動についてのワークショップを開いて説明をしているが、誰が研修を担当するかなどの

詳細な計画は決まっていない。 
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 エリア1のブレーニャは中央地域（アテ・ビタルテ、サンファン・デ・ルリガンチョ）を担当し、ス

ルキージョは南部地域（ビジャ・エル・サルバドル）を担当する。一方で北部はセンターが研修を受

けていないので問題となる。北部でJICAプロジェクトがあり、重複を避けたのではないか。無収水率

も高いので対処の必然性が高い。一方、プロジェクトで作成されているマニュアル、ガイドライン等

は使用される可能性は高い。 

プロジェクト実施上の課題 

 当初、組織それぞれが孤立していた、アクションチームには多くの異なる部署の関係者が入っており

調整が困難であった。プロジェクト終了後もアクションチームはサービスセンターレベルで維持され

る。 

 無収水削減として包括して扱っていたが、無収水でもその中の要因が分かれている。どの要因が寄与

しているか、その内訳を把握して優先的に対処ができればよかった。無収水削減の要素の分析は

SEDAPALにとって重要である。SEDAPALが正しく運用しても不可避な問題であれば課税されないが、

システム運用上の問題であれば課税対象となりSEDAPALの財務に影響を与える。 

 プロジェクト活動が遅れた原因としては、アクションチームの組織構築が困難であった、アクション

チームに配置された人材の異動、メータの設置の校正作業の遅れ、車両を受け取った後の内部改装の

入札の遅れ等である。 

 プロジェクトの活動内容がアクションチームの日々の活動目標と一致していなかった。その意味で

2015年の年次事業計画の目標として設定することでスタッフの目標とすることができた。 

 流量計のチャンバー設置の際、業者が取り扱ったことのないチャンバー設計であったため、業者を新

たに選定しなければならず入札に時間がかかった。業者が扱いやすいチャンバーを設計し入札を避け

ることでエリア2は工期を短縮することができた。 

 プロジェクトの当初計画は楽観的であった。1つのパイロットを9カ月で実施する計画であったがその

計画には無理があった。また、途中に政権交代があり、総局長の人事交代により、プロジェクトコー

ディネーターとして新しい総局長に理解を得ることが難しかった。 

その他・コメント 

 ワークショップ等を通してプロジェクトの報告をしているが、スポット的な活動であり、組織的にプ

ロジェクトエリアでの活動などを紹介しながら広報する必要があった。 

 日本の専門家チームは高い知見を持ち、多くを学ぶことができた。 

 PDMにはプロジェクトのパフォーマンスを評価できる指標を入れて、目標管理をすればよかった。そ

れによりインパクトを省庁に示すこともできた。 
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No．8 

面談・視察日時 2015年1月19日(月) 9時00分～10時20分 

訪問先 SEDAPAL 

面談者 先方：Mr.Gustavo Sedano 品質管理局、北部プロジェクト管理チーム（ブラジ

ル研修参加者）、Mr. Edwin Pacheco Jaraアテ・ビタルテOMチーム（本邦研修参

加者） 

当方：伊藤、大滝通訳 

本邦研修の効果 

 本邦研修は効果的であった、特に方法論がよかった。以前から漏水探知の技術は有していたが、夜間

最小水量を用いた方法を新たに学んだ。 

本邦研修の成果の活用 

 所属しているアテ・ビタルテ・サービスセンターでOMを担当しているが、セクター4でのパイロット

での無収水削減に研修成果を生かしている。以前は漏水探知をする際に水量をゼロにする方法を行っ

ていたが、セクター化、サブセクター化により、必要以上の地域に影響を与えずに漏水対策をするこ

とができるようになった。また、セクターを区切ることで漏水探知が容易になった。 

ブラジル研修の効果 

 無収水を削減するための品質管理というテーマであったが、内容が広範にわたり、1カ月の期間に網

羅できる内容でなかった。概要を学ぶといことでは成果があったが、テーマを絞った内容とすること

が良かったのではないか。 

 無収水を削減するための品質管理として、給水栓の材料の品質管理及び設置する作業員の技術認定が

重要であることを学んだ。研修終了後、レポート作成を求められたことが（知識定着の上で）よかっ

た。 

技術仕様書ガイドラインの策定状況 

 技術仕様書ガイドラインは専門家と一緒に実施し完成させた。現在、総局長の承認待ちである。 

 SEDAPALの基準として使えるようになるためには総局長の承認を得る必要がある。ガイドラインは

総局長へ提出する前にプロジェクト事業部、人材部（文書の登録管理）、法務部からの承認を得る必

要がある。12月に提出し、法務部までの審査は終わっている。今の予定では2月には総局長の承認を

得ることはできる見込。 

 2014年10月にブラジルでの研修を受講し、ガイドラインの手順を見直した。例えばメーカーに対する

サンプリング試験には料金は取らないことにした。このことでメーカーは試験申請しやすくなり、品

質管理が促進される。またメーカーにおける職員への品質管理指導技術を仕様書ガイドラインに反映

させた。 

 SEDAPALとしての材料の品質管理として、メーカーの製造プロセスに関して3段階の評価を実施する。

Aは95点以上でありSEDAPALの認定書を与え、品質検査なしに工事に使用する。それ以外のB、C判

定は倉庫のサンプリング調査を行い、品質試験に合格した場合、工事に使用することとなる。 

技術仕様書ガイドラインの活用計画 

 作成されたガイドラインは、リマ北部のインフラ整備等の工事管理に使用されることが期待される。

配水網のメンテナンスは、以前はランダムにモニタリングを実施していたが、ガイドラインで写真を
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使った監督を取り入れることで、全ての現場が写真を基に監督されることになる。ガイドラインの承

認後の業者契約から適応される。 

技術仕様書ガイドラインの研修 

 各サービスセンターの3、4名の担当に対して、SEDAPALにて研修を実施した。これからはサービス

センターに出向いて、多くのスタッフに研修を実施していく必要がある。自分が扱った基準に関して

は、独自に研修を実施する能力は身につけた。 

 SEDAPALの内規で、各サービスセンターの商務、OMに対する年1回の研修、メンテナンスに関する

契約業者への年1回の研修が義務付けられている。これらの研修にガイドラインの内容を盛り込む。 

他地域の水道公社への普及 

 全国にはSEDAPAL以外の約50の水道公社があり、これらの組織への普及の必要を感じている。実際

にGIZが支援するMVCSのプログラムとして、衛生事業に係る職能基準をSENCICO（土木建築および

インテリア デザインにおける技術専門学校）を活用して統一する動きがある。委託を受けたNGOが

Piura、Arequipa、Limaの関係者にワークショップを実施している。このようなワークショップの機会

を設けることで、他の公社への技術移転は可能となる。そのためにも、まずはガイドラインの

SEDAPAL内での承認が必要である。 
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面談・視察日時 2015年1月19日(月) 10時30分～11時30分 

訪問先 SEDAPAL 

面談者 先方：Mr. Miguel Vega商務管理・メータ検定チーム（ブラジル研修参加者） 

当方：伊藤、大滝通訳 

プロジェクトでの役割 

 プロジェクトとの直接的なかかわりはないが、進捗の報告を受けていた。また、移動ラボによりプロ

ジェクトのパイロットサイトでのメータ評価を担当した。プロジェクトで求められるデータの入手を

行い専門家に提供した。仕様書作成ガイドラインの作成には関与していないが、メータ等の材料の質

に関してコメントをした。 

プロジェクトの効果 

 プロジェクトによる夜間最少水量の測定はラボの機材を用いて実施した、漏水探知にこのパラメータ

ーを用いることは新しい取り組みであった。プロジェクトは総合的な観点での無収水削減に取り組ん

でいる点がユニークである。 

 一方で研修は一部の対象者にしか実施されておらず、今後、プロジェクトの内容をSEDAPAL全体に

広げる必要がある。また、ブラジルでは業者に対する研修も実施されていた。業者に対する研修を実

施し、認定資格を付与するといった仕組みが必要。 

ブラジルの研修の効果 

 今まで無収水削減についての知識を拡大することができた。水理、実践、ブラジルの事例を学んだテ

ーマが良かった。特に検針部門に関してどの点が無収水削減となる点としてのキーポイントを学んだ、

適正なメータ設置、メータの寿命、不正利用についての指導を受けた。 

研修効果の活用 

 ラボの同僚に対しては学んだ知識を共有した。また、商務局の活動として、メータの寿命設定、適切

な設置に関するガイドラインの作成を計画している。既にこのような適正なメータ設置、寿命に関す

るガイドラインは存在するが、今回の研修結果を活用し改定する。現在契約中の業者には適応できな

いが、ガイドライン承認後の契約から適応していきたい。 

その他コメント 

 SEDAPAL独自でプロジェクトの内容を普及するには予算が必要であるが、緊急事態に予算をあてが

うので、計画に合わせた予算措置が難しい組織である。プロジェクトのコンポーネントのみでなく、

抜本的なインフラ工事を伴うシステム全体としての無収水削減対策が必要であるが、予算的には難し

い。 
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面談・視察日時 2015年1月20日(火) 9時00分～10時30分 

訪問先 SEDAPAL 

面談者 先方：アクションチームメンバー4名（アテ・ビタルテ） 

当方：伊藤、大滝通訳 

現在のパイロット事業の進捗状況 

 セクター4での活動は、2014年8月に開始され、2015年4月で完了する予定。パイロット・セクター18、

67と異なり、セクター4は工業地帯、標高差がある。漏水38カ所中、31カ所はボックスの中、7カ所は

配水網で見つかった。無収水率は33％と高い。不法接続、適切なメータが設置できていないことがそ

の要因と推定される。1月の時点で目標値に対して60％の進捗状況といえる。 

 漏水探知手段を用いて、漏水の原因を特定するためのサブセクター化を進めている。 

パイロット事業実施体制 

 セクター4での活動に際して、OMチーム、商務チーム、漏水対策チーム、顧客管理チームといった異

なる部署からのメンバーでアクションチームを設置した。チーム長はスルキージョから異動してきた

が、スルキージョではセクター67でのパイロット事業に参加しており、経験を伝えることが容易であ

った。当初調整が困難であったが、事業を継続する過程で調整が容易となってきた。 

 今後セクター3における無収水削減活動を計画しており、アクションチームは維持していく必要性が

ある。同じチームメンバーを維持することが効率的で望ましいが、上層部は人事異動による交代が多

い。 

年次事業実施計画の策定状況、調査計画の有無 

 センターとしての中・長期計画は作っていないが、今後セクター化のための5か年計画を策定して、

SEDAPAL本部のプロジェクト事業部に提出し、予算化してセクター化の準備を整えていきたい。 

 セクター4に係る年次事業実施計画を作成する際には、活動の内容、その必要性について、専門家か

らのアドバイスを受けた。 

パイロットへの予算措置 

 無収水削減活動といった独立的な予算がない。プロジェクトで実施した、修理、付属品購入、パイプ

設置等の作業は、経常予算内で実施可能である。今回のパイロットでは追加予算がかからない地域を

選定している。セクター化の推進等、大規模の予算が必要となる場合には、SNIPという国レベルの投

資計画に載せないといけないので4、5年はかかる。無収水削減にはセクター化工事が必要となるので、

開発調査局が長期計画を作成しないといけない。 

他のセンターからの支援、技術移転実施能力 

 スルキージョのスタッフが、アテのセクター4に係る研修、技術移転を実施することは可能であるが、

状況が異なる部分に関してアドバイスを受ける必要がある。 

センター内での普及計画 

 センターの活動目標では、2015年の後半からセクター3を実施することが目標として記載されている。

本部のデータベース化されている活動計画に記載されている。また同じ中部支局に位置する、サンフ

ァン・デ・ルリガンチョへの支援を行う。今後実施される7サービスセンターの内、研修を受講して
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いない4センターに関して、北部のカヤオ、コマスはブレーニャが担当し、南部のアテ・ビタルテを

スルキージョが支援し、アテがサンファン・デ・ルリガンチョへの支援を実施することが計画されて

いる。サンファン・デ・ルリガンチョは人々の意識の違いが、問題になると想定される。 

日本人専門家の関与 

 専門家による測定、分析作業への支援は有効であり、専門家の支援がなければ、このような効率的な

作業はできなかった。パイロット地域の現状に応じた適切な支援を受けることができた。今後、北部

のコマス、カヤオといった漏水の特定が難しい地域への支援が含まれているため、プロジェクトは、

3、4年延長する必要がある。 
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面談・視察日時 2015年1月22日(木) 9時00分～10時00分 

訪問先 SEDAPAL 

面談者 先方：Mr. Marco Vargas Medina 総局長、Mr. Alberto Villa Garcia Ortiz中部支局

長、無収水削減管理委員会委員長 

当方：讃良団員、肥後団員、赤嶺所員、伊藤、大滝通訳 

 無収水削減についてはプロジェクトだけでなく、今後も続けていきたい。プロジェクトは能力強化と

してのみでなく、運営を効率化する上でも重要であった。 

 現在の無収水率は29％であり、南米ではよい。チリ、サンパウロと同じぐらいであるが、まだ満足し

ていない。先日チリのSEDAPALに当たる組織の発表を聞いたが、サンティアゴの地区の無収水削減

率は29％で同様であり、2020年までに20％に削減を目指している。チリはSEDAPALより技術的に進

んでいる。リマはセクター化を進めないといけない地域が多く、サンティアゴより長期的な目標とな

る。 

無収水率が急速に下がっている要因 

 商務局のSIACプロジェクトによる2008年のメータ設置の推進の貢献が大きい。メータ設置と無収水

削減は相関がある。北、中央、南3つのエリアに分けて実施した、中部によると27％、南部のスルキ

ージョでは低い所で17％、北部では住民、市長の反対があり、メータの設置が進まない。 

 メータの設置により、必要消費量に合わせて水圧をコントロールできるようになった。SIACは今後

も継続する。現在入札中であり、2月末から3月に業者が選定される。 

 リマはメータ設置され且つ検針されている率は82％であるが、設置率のみでは87％となる。 

 （セクター化されていない場所でも水圧の管理を進めてきた）ことも無収水が削減した理由。水圧に

ついては、マスタープランに指標が設定されている。しかし、水圧を高める指標では漏水が発生する

ため、最低水圧という指標を設定することをSUNASSに提案している。 

SEDAPALとしての無収水率の最終目標 

 調査を行っていないが、20％程度が経済的に見あう率だと考えている。16～17％達成している場所も

あるが、北部は依然無収水率が高いので、野心的な目的となる。メータの設置、インフラ整備、本プ

ロジェクトの効果を普及していくことで達成できると考えている。 

セクター化の推進状況 

 リマ首都圏北部上下水道最適化事業Ⅰ（以下北部１）の円借款は2015年3月に完工する。リマ首都圏

北部上下水道最適化事業Ⅱ（以下北部２）も実施されており、将来的にリマ首都圏北部上下水道最適

化事業Ⅲ（以下北部３）をJICAの支援で実施したい。北部の無収水率は40％程度。 

 今後10年間で130のプロジェクトが計画されている。その内、70～80のプロジェクトが水へのアクセ

ス関連となる。そのためのインフラ整備においては、サブセクター化、チャンバーの整備が含まれて

いる。 

 セクター化インフラ整備に関しては、ほとんど自己財源を用いている。総額は30億ドルであり、20

億ドルは水へのアクセス、10億リハビリ関連となっている。60％は自己資金であるが、30％はドナー、

残りの10％は住宅省の予算を用いて実施している。 
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今後の普及 

 管理能力強化が目標であり、セクター数が設定されているわけではい、今年の目標としては7セクタ

ーを対象とすることを計画している。セクター4は計画されていなかったが実施された。SEDAPAL

には無収水に関する単独の予算が存在しない。経常予算を用いて実施していく必要がある。パイロッ

ト以外のセンターに対して知識を移転していく必要がある。パイロットを実施したセンターが他のセ

ンターへの技術移転を実施するため、今年は1センターで1セクターが限度であるが、2016年は2、3

セクターを対象ともできると想定される。一方でそれ以降の実施には制約条件があるので別途検討す

る必要がある。 

 カウンターパートの能力は漏水探知計画策定、財務分析に関してはまだ専門家の支援が必要となる。

マネジメントチームによる、評価報告書には、1年間のプロジェクト延長の必要性を記載した。現在

まで実施したパイロットとは、地理的状況がことなる。そのような地域で活動を実施するには新たな

技術移転が必要となる。 
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面談・視察日時 2015年1月22日(木) 10時30分～11時00分 

訪問先 SEDAPAL 

面談者 先方：Mr. Yuri Sanchez Merlo（リマ北部円借款担当）他 

当方：讃良団員、肥後団員、赤嶺所員、伊藤、大滝通訳 

リマ首都圏北部上下水道最適化事業（円借）の内容 

 リマ北部は無収水削減率が45～50％と高い地域となっている。SEDAPALとして、この地域を中心に

改善することが決定された。円借はリマ北部を4つの地域に分け実施している。1は実施中、2は詳細

設計、3はプロファイル作成、4はTORを作成している。本プロジェクトは、改善、最適化なので水道

網の新設はない。一方で北部には未給水地域が含まれており、アクセスに関するプロジェクトは別途

実施されている。 

 目標は①24時間サービス（3についてはすでに24時間給水が実施されている）、②浄水システムの運

転管理の改善、③対象地域の無収水率を25％に削減、④下水サービスの改善、⑤SEDAPAL全体の運

転管理の改善といった項目が設けられている。 

 無収水削減に関する工事としては、配水網交換、セクター化、タンクの整備、ポンプアップ施設、家

庭用サービスコネクション等。北部1では、26のセクター化が実施される。また北部2では23セクター

が設置される。また、セクターの中には、マイクロゾーンと呼ばれるサブセクターを設置する。 

 リマ北部1は4ロットに分かれ、Lot2とLot3 の浄水施設をJICAが担当する。北部1にメータの設置が入

っていないのはSIACにより実施するためである。2001年はSIACと同時で実施していたが、円借款の

工事が遅れ、SIACの工事は既に完了した。現在は、第2段のSIACの入札を実施している。北部2では

メータ設置は円借款事業の中で実施する。 

 現在のセクター化されている140カ所には、リマ北部円借の実績はまだ入っていない。円借実施によ

り、セクター数は増加する。 

本プロジェクトとの連携 

 リマ北部2の関係者は、技術仕様書ガイドラインに対してアドバイスを実施した。将来リマ北部2で使

用されるガイドラインとなればよい。一方で本プロジェクトはリマ北部1の業者に関して、聞き取り

調査を実施して、その結果をガイドラインに落とし込んだ。例えばプロジェクトのガイドラインに記

載された配水分離試験の手順を将来順守することとなる。 
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面談・視察日時 2015年1月23日(金) 16時00分～16時50分 

訪問先 SUNASS 

面談者 先方：Mr. Renzo Rojas 監督監査局、Ms. Abel Rodríguez 監督監査局職員 

当方：讃良団員、肥後団員、伊藤、大滝通訳 

 SEDAPALからの指標の審査を実施中であるが、最終指標は利用者へのサービスのニーズ等にかんが

みて決めたい。提出された無収水削減率に対して、厳しいものになるとは限らない。無収水率は既に

下がっているので、そこからさらに下げることが難しいことは理解している。 

 事業には自己資本で実施する事業と、第三者からの融資による活動の2つがある。自己資本で行う活

動はSEDAPALから毎年報告を受ける。一方で融資事業はプロジェクトが終わった段階で目標の達成

状況について報告を受ける。 

 指標の最終設定は5月ごろになる。理事会の承認後、公聴会を開催し、最終的にSUNASSにおいて最

終目標が決定される。多くの投資を伴うものは指標が厳しくなる傾向がある。 

 2009年から2013年の無収水率、達成状況は最初の1、2年は目標未達であったが、3年目は達成した。 

 SEDAPALの水道料金を最後に値上げした2014年2月であり、上下水道両方に関して、0.56％の値上げ

を認めた。インフレによっても料金の上昇を認める。インフレ要因による値上げを最後に実施したの

は2012年である。 

 多額の借款を伴うプロジェクト、例えば下水処理場等では、その工事完了時点で値上げを認める。一

方でSEDAPALの自己資金＋ドナーの支援で実施する活動は、5年間の指標の達成を条件としている。 
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